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はじめに 

 

◆流山市の環境マネジメントシステムの取組み 

流山市では、2008年度（平成 20年度）に環境マネジメントシステムの取組みを

開始し、2009年（平成 21年）3月 31日に環境省が推奨するシステムの一つである

「エコアクション 21」の認証を市役所本庁舎とクリーンセンターで取得、2012年

度（平成 24年度）に全施設へ認証範囲を拡大し全庁での取り組みを推進してきま

した。 

11年間の取り組みにより職員への省エネ・省資源の意識が浸透し、環境マネジ

メントシステムの運用ノウハウが蓄積したことから、2019年（令和元年）3月に予

定されていた更新審査を受審せず、独自の環境マネジメントシステムの運用に移行

することとしました。2018年度（平成 30年度）は新システムの試行期間としマニ

ュアル等の改定を行い、エコアクション 21の認証期間終了後の令和元年度から本

格的な運用を開始しています。 

なお独自システムへの移行後もエコアクション 21ガイドラインに則り、特に地

球温暖化対策実行計画（事務事業編）の推進に資するシステムとして運用を行って

います。 

 

◆環境活動レポートの位置付け 

 環境活動レポートは、エコアクション 21ガイドラインが要求する報告書で以下

の 9項目を必須事項としています。 

  

①組織の概要（事業所名、所在地、事業の概要、事業規模等）  

②対象範囲（認証・登録範囲）、レポートの対象期間及び発行日  

③環境方針  

④環境目標  

⑤環境活動計画  

⑥環境目標の実績  

⑦環境活動計画の取組結果とその評価、次年度の取組内容  

⑧環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無  

⑨代表者による全体評価と見直しの結果 
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１．環境方針 

環境マネジメントシステムでは、代表者が組織の事業活動に応じた環境経営に関

する方針を定め誓約することとされています。独自システムに移行する令和元年度

より新たな環境方針を定めています。 

 

 

流山市環境方針 

１ 基本理念 

流山市では、以下の３つを基本理念として、市役所をはじめ市域全体で

環境保全に取り組み、市民が住み続けたくなる価値あるまちづくりを推進

します。 

１．都心から一番近い森のまちを創ります。 

２．自然と共生できるまちづくりを推進します。 

３．健康な都市づくりを推進します。 

２ 基本方針 

 市の事務事業による環境負荷の低減に加え、各部門での事業を通じた環

境保全を推進します。 

１．市の事務事業からの環境負荷の低減 

（１）施設における省エネルギーの推進 

（２）施設における緑化推進 

（３）廃棄物の削減 

（４）環境関連法令の遵守 

（５）グリーン購入の推進 

２．市の事務事業を通じた地域の環境保全への取り組み 

（１）身近な緑の保全と創造 

（２）地球温暖化問題への積極的な対応 

（３）循環型社会を目指した３Ｒ推進 

（４）きれいな水環境の回復 

（５）環境学習の推進 

３．システムの見直しと進捗状況の公表 

（１）環境への取組みに係る計画・目標の適宜見直し 

（２）進捗状況の公表 

 

制定日：平成３１年４月１日  

流山市長 井崎 義治 
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２．基本情報（令和６年度） 

 

（１）組織概要（令和６年４月１日現在） 

 

人口（住民基本台帳人口） 211,097人 

世帯  94,341世帯 

面積  35.32㎢ 

一般会計当初予算（令和６年度）  82,910,000千円 

職員数  1,111人 

※人口・世帯は流山市統計書より。 

※職員数は定員管理調査における部門別職員数。 

 

（２）システムの組織 

 

内部環境監査チーム 

内部環境監査責任者 

内部環境監査員 

環境管理統括者（市長） 

環境行政推進会議 
（庁議） 

環境管理事務局 
（環境政策課） 

環境管理副統括者（副市長） 

環境管理責任者 
（環境部長） 

【管理部門】 

【行動推進部門】 

環境行動推進統括者（部局長等） 

環境行動推進責任者（課長等） 

環境行動推進員 

一般職員等 
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（３）対象範囲 

 環境マネジメントシステムの対象範囲は全事務事業としています。 

【組織・施設】（課名等は令和６年度） 
部局 事務系部門 施設 

総合政
策部 

秘書広報課   

企画政策課   

マーケティング課   

情報政策・改革改善課   

工事検査室   

総務部 

総務課   

人材育成課   

財産活用課 市役所本庁舎 

財政部 

財政調整課   

税制課   

市民税課   

資産税課   

市民生
活部 

市民課 
出張所（南流山・江戸川台
駅前・東部・おおたかの森
市民窓口センター） 

コミュニティ課 

流山市民活動推進センター  
第２・第３コミュニティホ

ーム 

防災危機管理課   

保険年金課   

健康福

祉部 

社会福祉課 

福祉会館（流山・野々下・

名都借・平和台・南流山・
南・東深井・赤城・西深
井・十太夫・思井・江戸川

台・向小金・駒木台・下花
輪） 

福祉政策課  

高齢者支援課 

高齢者福祉センター 

高齢者趣味の家 

地域福祉センター 

介護支援課  

障害者支援課 

障害者福祉センター 

心身障害者福祉作業所 

障害者就労支援センター 

児童発達支援センター 児童発達支援センター 

健康増進課 保健センター 

子ども
家庭部 

子ども家庭課 

児童センター（十太夫・

野々下・思井・赤城・江戸
川台・向小金・おおたかの
森、南流山）、駒木台児童

館 

保育課 

保育所（平和台・東深井・

中野久木・江戸川台・向小
金） 

経済振

興部 

商工振興課 地域職業相談室 

流山本町・利根運河ツ

ーリズム推進課 

 白みりんミュージアム

（令和７年３月２９日～） 

農業振興課           

環境部 

環境政策課   

クリーンセンター 

リサイクルプラザ・プラザ

館 

森のまちエコセンター 

まちづ
くり推
進部 

まちづくり推進課   

みどりの課   

都市計画課   

建築住宅課   

宅地課   

土木部 

道路管理課   

道路建設課   

河川課   

会計課   

上下水
道局 

経営業務課 上下水道局 

水道工務課 
浄水場（江戸川台・東部・
西平井・おおたかの森） 

下水道建設課   

議会事務局   

選挙管理委員会事務局   

監査委員事務局   

農業委員会事務局   

教育総

務部 

教育総務課 学童クラブ 

学校施設課  

学校教
育部 

学校教育課 

幼児教育支援センター附属
幼稚園 

小学校（流山・八木南・八
木北・新川・東・江戸川
台・東深井・鰭ケ崎・向小

金・西初石・小山・長崎・
流山北・西深井・南流山・
南流山第２・おおたかの

森・おおぐろの森・市野
谷） 

中学校（南部・常盤松・北

部・東部・東深井・八木・
南流山・西初石・おおたか
の森・おおぐろの森） 

指導課 幼児教育支援センター 

生涯学
習部 

文化芸術・生涯学習課 

生涯学習センター 

青少年指導センター 

おおたかの森ホール 

スポーツ振興課 
キッコーマン アリーナ 

コミュニティプラザ 

公民館 

公民館（中央・北部・東
部・初石） 

市民会館 

南流山センター 

おおたかの森センター 

図書館 

図書館（中央・北部・初

石・おおたかの森子ども・
森・木・南流山地域） 

博物館 

博物館 

一茶双樹記念館 

社会教育ギャラリー 

消防本
部 

消防総務課  

予防課  

消防防災課  

中央消防署  

東消防署  

南消防署  

北消防署  
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３．環境負荷の把握 

 

（１）市役所事務事業からの温室効果ガス排出量 

 市役所の事務事業からの温室効果ガス排出量削減は、地球温暖化対策実行計画（事務事業

編）「ストップ温暖化！市役所率先実行計画」で取り組みを定めています。 

 2024年度（令和 6年度）の排出量は、基準年度の 2019年度（令和元年度）比で 4.98％減

少しています。 

 内訳は、電気や燃料などのエネルギー使用に由来するものが 2.93％減少、市民の皆さん

が排出しクリーンセンターで焼却する一般廃棄物に由来するものが 10.14％減少していま

す。特に、電気使用によるものは、2024 年度（令和 6 年度）に、小学校の増設や降雨量に

よる調整池のポンプの稼働時間の増加が要因となり、前年度より増加しています。また、

2022 年度（令和 4 年度）まで、その他に含まれる生活排水処理における浄化槽処理対象人

員を計上していましたが、2023 年度（令和 5 年度）より数値を把握していないため計上か

ら削除したため、数値としては大幅に減少しています。 

 

※小数点以下の端数処理により、合計が合致しない場合があります。 

※廃棄物の焼却に伴う温室効果ガス排出量の算定方式を旧計画から変更したため、2019年度の実績値に差

異が生じています。 

  

基準年度 実績値 

2019 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

(令和元年度) (令和 3 年度) （令和 4 年度） （令和 5 年度） （令和 6 年度）  基準年度比 

電気使用によるもの 7,885 5,120 5,444 6,292 8,150 +3.36% 

燃料の使用によるもの 4,217 5,385 5,084 5,559 6,118 +45.08% 

その他（カーエアコン等） 128 126 126 20 19 -85.16% 

小計 12,230 10,631 10,654 11,871 14,287 +16.82% 

一般廃棄物の焼却によるもの 23,110 21,271 22,227 20,765 19,292 -16.52% 

合計 35,340 31,902 32,881 32,636 33,579 -4.98% 

0

20000

40000

2021 2022 2023 2024

温室効果ガス排出量

電気使用によるもの

燃料の使用によるもの

その他（カーエアコン等）

一般廃棄物の焼却によるもの

（年度）

(ｔ-CO2)
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（２）エネルギー使用 

  2019年度（令和元年度）から 2024年度（令和 6年度）の 6年間における市

の全事務事業におけるエネルギーの使用量の推移は以下の通りです。 

年度 
2019 2020 2021 2022 2023 2024 

(令和元年度) (令和２年度) (令和３年度) (令和４年度) (令和５年度) （令和６年度） 

電気（MＷｈ） 20,938  14,835 15,595 16,746 17,117 22,979 

灯油（ｋℓ） 619  729 850 688 506 359 

重油（ｋℓ） 5 4 0 0 0 5 

都市ガス（千㎥） 979 1,302 1,304 1,448 1,725 2,311 

液化石油ガス（LPG)（千㎥） 39 6 13 4 30 29 

ガソリン（ｋℓ） 102 115 98 107 107 111 

軽油（ｋℓ） 48 23 36 39 41 47 

 

（ⅰ）電気 

 電気の使用量は、2020 年度（令和 2 年度）

は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

閉館や休校により減少しましたが、2021 年度

（令和 3年度）以降は活動が再開し増加しまし

た。また、人口増加に伴う業務量増加や新設施

設の影響で増加傾向にあります。2024年度（令

和 6年度）は市野谷小学校および南流山第二小

学校の新設の影響を受け増加しています。 

 

（ⅱ）灯油 

 灯油の使用は大部分がクリーンセンターの

炉の管理に係るもの（その他約 3.3％は学校で

の使用）です。クリーンセンターの機器整備に

よる機能の向上や、運転状況の変化により使用

量が抑えられており、減少しました。 
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（ⅲ）重油 

 重油は、浄水場の非常用自家発電設備に用い

るもので災害訓練の使用分のみです。4つの浄

水場のうち 3カ所で使用され、東部浄水場のみ

軽油を使用しています。2019 年度（令和元年

度）は西平井浄水場で、2020 年度（令和 2 年

度）および 2024 年度（令和 6 年度）はおおた

かの森浄水場で重油を使用し増加となってい

ます。 

 

（ⅳ）都市ガス 

 都市ガスは、ＥＳＣＯ事業導入に伴い空調を

ガス空調に更新していることから、増加傾向に

あります。2020年度（令和 2年度）以降は、新

型コロナウイルス感染症に伴い、換気を行いな

がらの空調運転を実施しているため、使用量が

増加しています。また、2023 年度（令和 5 年

度）以降は市内小・中学校の体育館への空調設

備導入も増加の主な原因であると考えられま

す。 

 

（ⅴ）液化石油ガス（ＬＰＧ） 

 ＬＰＧは主に学校の給食調理場や公民館、消

防署等で使用されています。2020年度（令和 2

年度）から 2022 年度（令和 4 年度）は、新型

コロナウイルス感染症に伴う学校の休校など

に伴い、使用量が減少していましたが、現在は、

新型コロナウイルス前の活動に戻りつつある

状況にあり、増加しています。 

 

（ⅵ）ガソリン 

 ガソリンは主に公用車に使用されています。

近年は低燃費車の導入が進んでいますが、大き

な増減は発生していません。 
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（ⅶ）軽油 

軽油は主に消防車両や作業車などの車両に

使用されています。新型コロナウイルス感染症

の影響で 2020 年度（令和 2 年度）は一時的に

減少しました。その後はコロナ以前の水準に戻

りつつあります。 

 

 

 

（３）水道使用量 

  2019 2020 2021 2022 2023 2024 

水道使用

量（㎥） 
375,713 307,953 307,954 447,342 402,601 431,721 

2024年度（令和 6年度）の増加の要因として、南

流山小学校および市野谷小学校の増設があります。

また、新型コロナウイルス前の活動に戻りつつある

状況も影響しています。 

 

（４）廃棄物（庁舎分） 

  2019 2020 2021 2022 2023 2024 

廃棄物の発

生量（㎏） 

※庁舎分 

43,241 38,323 44,589 45,577 43,301 42,116 

人口増による事務量の増加によって、市の施設

からの廃棄物の発生量は増加傾向にありました

が、2024年度（令和 6年度）は減少しました。 

 

（参考）市民が排出する一般廃棄物（クリーンセンター処理） 

区分 単位 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

ごみ発生量 ｔ 61,116 59,759 59,611 58,816 57,295 55,977 

原単位 （1 人 1 日あたりごみ量） ｇ 847 813 795 770 742 720 

資源化率 ％ 24.3 27.6 28.7 27.2 28.5 29.1 

最終処分量 ｔ 2,752 1,548 1,701 1,521 1,432 1,272 

ごみ処理量 ｔ 52,004 50,560 50,624 50,187 49,006 47,969 

人口 人 197,041 201,284 205,439 209,237 211,097 213,118 

※人口は流山市統計書より 住民基本台帳人口（各年度末） 
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（５）化学物質 

2024 年度（令和 6 年度）のＰＲＴＲ制度及び化管法ＳＤＳ制度における化学

物質使用量等については下表のとおりです。該当化学物質は各施設において適

正に管理、使用されています。 

化学物質の種類 使用施設 実績 

塩化第二鉄（37％） 
クリーンセンター 

11,000.00 kg 

ヒドラジン 456.84 kg 

 

 

 

 

 

（６）グリーン購入 

国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）

第 10条に基づき、グリーン購入基本方針を策定し、グリーン購入の取組を進め

ています。 

 

（７）用紙使用量（Ａ4換算） 

  2019 2020 2021 2022 2023 2024 

用紙の使用量(Ａ４換算）（枚） 37,125,469 37,424,977 36,482,532 37,619,898 36,374,597 36,769,177 

 

用紙の使用量は、2021年度（令和 3年

度）は新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、一時的な減少は見られましたが、情勢が

多少落ち着き、業務が通常化するに伴い増加

しました。2023年度（令和 5年度）は書類

の電子化やペーパーレスを心掛ける呼びかけ

により、大幅な減少を実現したものの、2024

年度（令和 6年度）は再び増加しました。  

※PRTR法 人の健康や生態系に有害な恐れのある化学物質が、どのような発生源から、どのくらい環

境中に排出されたか、また、廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたか把握・集計及

び公表する制度です。 

※化管法 SDS 法 化管法で指定された「化学物質またはそれを含有する製品」を他の事業者に提供す

る際に、その化学品の特性及び取扱いに関する情報を提供することを義務付けている制度

です。 

35,000,000

36,000,000

37,000,000

38,000,000

用紙の使用量（A4換算）

（枚）
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４．環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無 

 環境関連法規に関する違反、訴訟等はありません。 

 

（１）オフィス活動及び庁舎管理関連法規 
法令等名称 対象条文 規制を受ける事務事業 要求事項（適用範囲等） 関係部局 

廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（廃棄物処理

法） 

第 6 条の 2 事業系一般廃棄物の処

理 

許可業者への適正な委託、委託業者の

許可証確認 

クリーンセンター 

第 12 条 

第 12 条の 3 

産業廃棄物の処理 保管基準の遵守、許可業者への適正な

委託（収集業者、処理業者とそれぞれ

契約書、許可証確認等）、産業廃棄物

管理票の交付、保存 

全庁 

流山市廃棄物の減量及び

適正処理等に関する条例 

第 9 条 廃棄物の発生 施設運営における廃棄物の減量・資源

化（努力規定） 

全庁 

地球温暖化対策の推進に

関する法律（地球温暖化対

策推進法） 

第 4 条 

第 21 条 

温室効果ガスの排出抑

制のための施策 

温室効果ガス排出抑制施策の策定・実

施、地方公共団体実行計画の策定、実

施状況の公表 

環境政策課 

ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の適正な処理の推進に

関する特別措置法（PCB 特

別措置法） 

第 8 条 

第 10 条 

PCB の保管・処分 保管等の届出、処分（令和 9 年 3 月 31

日迄（低濃度）令和 5 年 3 月 31 日迄

（高濃度）） 

PCB を使用、保管、管理

する課 

国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法

律（グリーン購入法） 

第 10 条 物品等の調達 環境物品等の調達の推進を図るため

の方針の作成と調達の実施（努力規

定） 

全庁 

環境情報の提供の促進等

による特定事業者等の環

境に配慮した事業活動の

促進に関する法律（環境配

慮促進法） 

第 3 条 環境に関する情報の公

開 

環境配慮等の状況の公表（環境白書の

作成、公表）（努力規定） 

環境政策課 

国等における温室効果ガ

ス等の排出の削減に配慮

した契約の推進に関する

法律（環境配慮契約法） 

第 4 条 温室効果ガス等の排出

の削減に配慮した契約 

電力、自動車等の購入契約における温

室効果ガス排出削減に配慮した契約

（努力規定） 

環境政策課 

財産活用課 

環境教育等による環境保

全の取組の促進に関する

法律（環境教育等促進法） 

第 6 条、第 8

条 

第 9条、第 10

条 

環境活動・環境教育の推

進 

環境教育の推進、行動計画の作成、環

境情報の提供（いずれも努力規定） 

環境政策課 

指導課 

電気事業法 第 42 条 法定点検 保安規程の届出 該当施設所管課 

消防法 第 9 条の 4 

第 10 条 

指定可燃物の貯蔵、取扱 

危険物（重油、灯油、軽

油等）の大量貯蔵施設の

管理 

市町村条例で定める技術上の基準の

遵守 

危険物（重油、灯油、軽油等）の大量

貯蔵施設における点検、適正管理と緊

急時の適切な対処 

予防課 

  

フロン類の使用の合理化

及び管理の適正化に関す

る法律(フロン排出抑制

法) 

第 16 条の 1 

第 19 条の 1 

第 86 条 

  

業務用の冷凍空調機器

の管理 

管理者判断基準の順守（定期点検の実

施等） 

フロン類算定漏えい量等の報告 

機器の適切な場所への設置 

機器廃棄時などのフロン類回収の徹

底 

業務用の冷凍空調機器

を管理する課 

資源の有効な利用の促進

に関する法律（資源有効利

用促進法） 

第 4 条 事業又はその建設工事

の発注 

事業又はその建設工事の発注におい

て、原材料等の使用の合理化を行うと

ともに、再生資源及び再生部品の利用

（努力規定） 

建設工事を発注する課 
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容器包装に係る分別収集

及び再商品化の促進等に

関する法律（容器包装リサ

イクル法） 

第 10 条 分別収集 

廃棄物の分別 

容器包装廃棄物の分別収集 

事務事業から排出される容器包装廃

棄物の適正な分別 

全庁 

使用済自動車の再資源化

等に関する法律（自動車リ

サイクル法） 

第 5 条 

第 8 条 

公用車の利用 

公用車の廃棄 

自動車をなるべく長期間使用するこ

とにより、自動車が使用済自動車とな

ることを抑制する 

使用済自動車を引取業者へ引き渡す 

財産活用課 

公用車所管課 

特定家庭用機器再商品化

法（家電リサイクル法） 

第 6 条 テレビ、エアコン、冷蔵

庫、洗濯機など家電製品

の使用、廃棄 

特定家庭用機器廃棄物をなるべき長

期間使用し、排出を抑制する 

リサイクル券を購入し、収集・運搬業

者に引き渡す 

特定家電を使用又は廃

棄する課 

食品循環資源の再生利用

等の促進に関する法律（食

品リサイクル法） 

第 4 条 食品の購入、調理 食品の購入又は調理の方法の改善に

より食品廃棄物等の発生の抑制に努

める 

学校教育課 

保育課 

使用済小型電子機器等の

再資源化の促進に関する

法律（小型家電リサイクル

法） 

第 6 条 

第 7 条 

パソコン、プリンター、

ディスプレイ、扇風機等

の使用済み小型電子機

器等の排出 

分別排出、収集・運搬業者への引き渡

し 

小型家電を廃棄する課 

建設工事に係る資材の再

資源化等に関する法律（建

設リサイクル法） 

第 6 条 建設工事の発注 建設工事について、分別解体等及び建

設資材廃棄物の再資源化等の促進に

努める 

建設工事を発注する課 

千葉県廃棄物の処理の適

正化等に関する条例 

第 2 条 廃棄物の処理 廃棄物の適正な処理に要する費用を

負担し、及び当該廃棄物の発生から最

終処分（埋立処分、海洋投入処分又は

再生をいう。以下同じ。）までの過程

を適正に管理する（努力規定） 

クリーンセンター 

水質汚濁防止法 第 5 条 

第 12 条 

特定施設の設置 

排水の排出 

特定施設の設置の届出 

排水基準の遵守 

特定施設所管課 

水質汚濁防止法に基づき

排水基準を定める条例 

第 2 条 

第 5 条 

特定事業場の設置 

排水の排出 

上乗せ基準の遵守 特定施設所管課 

騒音規制法 第 5 条 

第 6 条 

特定施設の設置 特定施設の設置の届出 

規制基準の遵守 

特定施設所管課 

振動規制法 第 5 条 

第 6 条 

特定施設の設置 特定施設の設置の届出 

規制基準の遵守 

特定施設所管課 

大気汚染防止法 第 6 条 

第 13 条 

ばい煙発生施設の設置 

ばい煙の排出 

ばい煙発生施設の届出 

排出基準の遵守 

特定施設所管課 

土壌汚染対策法 第 3 条 

第 4 条 

有害物質使用特定施設

に係る工場または事業

場の廃止 

一定規模（3,000 ㎡）以

上の土地の形質変更の

届出 

指定調査機関に調査を行わせ、その結

果を都道府県知事に報告 

環境政策課 

悪臭防止法 第 7 条 

第 16 条 

事業場の管理 

水路等の管理 

規制地域内に事業場を設置している

者は、当該規制地域についての規制基

準を遵守する 

下水溝、河川、池沼を管理する者は、

その管理する水路又は場所から悪臭

が発生し、周辺地域における住民の生

活環境が損なわれることのないよう

に、その水路又は場所を適切に管理す

る 

環境政策課 
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流山市公害防止条例 第 15 条 

第 16 条 

特定施設の設置 

特定作業の実施 

特定施設の設置の届出 

特定作業の実施の届出 

特定施設所管課 

特定化学物質の環境への

排出量の把握等及び管理

の改善の促進に関する法

律（PRTR 法） 

第 5 条 指定化学物質の取扱 排出量等の把握及び届出 指定化学物質保有課 

毒物及び劇物取締法（劇毒

法） 

第 11 条 毒物又は劇物の取扱 毒物劇物の盗難・紛失・漏洩等を防ぐ

のに必要な措置を講じる 

（関連規定：毒物及び劇物の保管管理

について、昭和５２年３月２６日薬発

第３１３号） 

飲食物の容器に使用される物を毒物

劇物の容器として使用しない 

毒物又は劇物保有課 

ダイオキシン類対策特別

措置法（ダイオキシン対策

法） 

第 12 条 

第 20 条 

第 24 条 

第 25 条 

第 28 条 

特定施設の設置 

排出ガス、排出水の排出 

廃棄物焼却炉に係るば

いじん等の処理 

排出ガス、排出水の排出 

特定施設の設置の届出 

排出基準の遵守 

廃棄物焼却炉に係るばいじん等の処

理、最終処分場の維持管理 

排出ガス・排出水のダイオキシン類に

よる汚染状況の測定 

クリーンセンター 

生物多様性基本法 第 6 条 事業活動 事業活動が生物の多様性に及ぼす影

響を把握するとともに、他の事業者そ

の他の関係者と連携を図りつつ生物

の多様性に配慮した事業活動を行う

こと等により、生物の多様性に及ぼす

影響の低減及び持続可能な利用に努

める 

環境政策課 

浄化槽法 第 5 条 

第 7 条 

第 8 条 

第 9 条 

浄化槽の設置 浄化槽の設置の届出 

設置後の水質検査 

保守点検の実施 

清掃の実施 

浄化槽設置施設所管課 

水道法 第 4 条 水道事業の運営 水質基準の遵守 上下水道局 

下水道法 第 12 条の 2 

第 12 条の 3 

特定事業場からの下水

の排除 

特定施設の設置 

下水道への排水基準の遵守 

特定施設の設置の届出 

特定施設所管課 

 

（２）地域環境の保全・創造に関する法規 

① 循環関係法規 

法令等名称 対象条文 要求事項・適用範囲 関係部局 

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律（廃棄物処理法） 

第 4 条 廃棄物関連施策の実施 クリーンセンター 

容器包装に係る分別収集及び
再商品化の促進等に関する法
律（容器包装リサイクル法） 

第 6 条 
区域内における容器包装廃棄物の分別収集に必要な措置

を講ずる 
クリーンセンター 

特定家庭用機器再商品化法

（家電リサイクル法） 

第 8 条 
特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等

を促進するよう必要な措置を講ずる 
クリーンセンター 

使用済小型電子機器等の再資
源化の促進に関する法律（小
型家電リサイクル法） 

第 5 条 
区域内における使用済小型電子機器等を分別して収集す

るために必要な措置を講ずる 
クリーンセンター 

建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（建設資材
リサイクル法） 

第 8 条 
地域の実情に応じ、分別解体等及び建設資材廃棄物の再

資源化等を促進するよう必要な措置を講ずる 
クリーンセンター 
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流山市廃棄物の減量及び適正

処理等に関する条例 
第 3 条 

あらゆる施策を通じて、廃棄物の排出を抑制し、再利用

を促進すること等により廃棄物の減量を推進するととも

に、廃棄物の適正な処理を図る 

再利用等による家庭廃棄物の減量に関する市民の自主的

な活動を支援するよう努める 

クリーンセンター 

 

② 公害対策関連法規 

法令等名称 対象条文 要求事項・適用範囲 関係部局 

水質汚濁防止法 第 14 条の 5 

生活排水対策として、公共用水域の水質に対する生活排水による汚濁の

負荷を低減するために必要な施設の整備、生活排水対策の啓発に携わる

指導員の育成その他の生活排水対策に係る施策の実施に努める 

環境政策課 

下水道建設課 

騒音規制法 

第 12 条 

第 15 条 

第 20 条 

改善勧告及び改善命令 

報告及び検査 
環境政策課 

振動規制法 

第 12 条 

第 15 条 

第 19 条 

改善勧告及び改善命令 

指定地域における振動の測定 
環境政策課 

悪臭防止法 

第 8 条 

第 9 条 

第 11 条 

改善勧告及び改善命令 

都道府県知事等に対する要請 

悪臭の測定 

環境政策課 

流山市公害防止条例 第 4 条 
公害の防止に関し、千葉県と密接な連携のもとに積極的な施策を講じ、

もって市民の健康で安全かつ快適な生活を確保する 
環境政策課 

流山市路上喫煙の防止
及びまちをきれいにす

る条例 

第 3 条 
路上喫煙、ポイ捨て及び飼い主による動物のふん尿の放置等の防止に関

する施策を実施する 
環境政策課 

 

③ 化学物質・危険物関係法規 

法令等名称 対象条文 要求事項・適用範囲 関係部局 

特定化学物質の環境へ
の排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関
する法律（PRTR 法） 

第 4 条 

指定化学物質が人の健康を損なうおそれがあるものであることを認

識し、かつ、その使用その他の取扱い等に係る管理を行うととも

に、その管理の状況に関する国民の理解を深めるよう努める 

環境政策課 

 

④ 温暖化防止・省エネルギー・生物多様性関連法規 

法令等名称 対象条文 要求事項・適用範囲 関係部局 

地球温暖化対策の推進

に関する法律（地球温
暖化対策推進法） 

第 4 条 

区域の事業者又は住民が温室効果ガスの排出の抑制等に関して行う

活動の促進を図るため、前項に規定する施策に関する情報の提供そ

の他の措置を講ずる（努力規定） 

環境政策課 

生物多様性基本法 第 5 条 

生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関し、国の施策に準じた

施策及びその他のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応

じた施策を策定し、及び実施する 

環境政策課 

 

 

⑤ その他 

法令等名称 対象条文 要求事項・適用範囲 関係部局 

千葉県環境基本条例 第 5 条 

環境の保全を図るため、地域の自然的社会的条件に応じた施策を策

定し、及び実施する 

県の施策に協力して地域の環境の保全に努める 

環境政策課 

流山市環境基本条例 第 4 条 
基本理念にのっとり、環境の保全及び創造に関する総合的な施策を

策定し、実施する 
環境政策課 
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（３）フロン排出抑制法への各施設の対応状況 

2015 年（平成 27 年）4 月施行のフロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する

法律(フロン排出抑制法)に対応するため、第一種特定機器を所有している全 78 施設に

係る第一種特定機器管理者に、簡易定期点検及び定期点検の義務付けについて通知しま

した。2015年度（平成 27年度）以降、有資格者による定期点検が必要な第一種特定機

器を所持している施設は、順次対応しています。第一種特定機器を所持している施設等

は下表のとおりです｡ 

市役所本庁舎 平和台保育所 常盤松中学校 

赤城福祉会館 江戸川台保育所 北部中学校 

思井福祉会館 向小金保育所 東部中学校 

江戸川台福祉会館 東深井保育所 東深井中学校 

駒木台福祉会館 流山市クリーンセンター 八木中学校 

向小金福祉会館 森のまちエコセンター 南流山中学校 

流山福祉会館 上下水道局（おおたかの森浄水場） 西初石中学校 

下花輪福祉会館 江戸川台浄水場 おおぐろの森中学校 

十太夫福祉会館 おおたかの森小中併設校 生涯学習センター 

野々下福祉会館 幼児教育支援センター附属幼稚園 キッコーマン アリーナ 

地域福祉センター 小山小学校 流山市コミュニティプラザ 

高齢者福祉センター森の倶楽部 流山小学校 第２西初石子どもルーム 

さつき園 八木南小学校 八木北小学校区第２学童クラブ 

児童発達支援センターつばさ 八木北小学校 中央公民館 

保健センター 新川小学校 南流山センター 

第２・第３江戸川台学童クラブ 東小学校 図書館 

第２・第３もりのいえ学童クラブ 江戸川台小学校 森の図書館 

第１おおたかの森ルーム 東深井小学校 木の図書館 

第３・第４おおたかの森ルーム 鰭ヶ崎小学校 南流山地域図書館・南流山児童センター 

第１ちびっこなかよし・第２ちびっ

このびのびクラブ 
向小金小学校 消防本部・中央消防署 

第３おおぞら学童クラブ 西初石小学校 北消防署 

ひまわり第３学童クラブ おおぐろの森小学校 東消防署 

第２あすなろ学童クラブ 長崎小学校 南消防署 

第２あずま学童クラブ 流山北小学校 スターツおおたかの森ホール 

向小金小学校区第１・第２学童クラブ 西深井小学校 博物館 

おおたかの森小学校区学童クラブ 南流山小学校 第５おおたかの森ルーム 

おおたかの森児童センター 南部中学校 おおぐろの森小学校区学童クラブ 
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中野久木保育所   

５．教育・訓練状況 

 新規採用職員及び環境行動推進員を対象とした環境マネジメントシステムに

係る案内等を書面にて行っています。 

 

６．環境上の緊急事態への準備及び対応 

事故や天災等により、油の流出、化学物質の流出等の環境上重大な影響を与え

る事態が発生する場合に備えて、対応計画や要領を下表のとおり定め、訓練を実

施しています。 

 

環境上の緊急事態への対応計画・要領等 

名称 対応内容 

流山市地域防災計画 

危険物流出対策 

石油類危険物施設の安全確保 

毒・劇物取扱施設の安全確保 

千葉県異常水質対策要領 異常水質発生時の被害の防止及び未然防止 

流山市異常水質対応マニュアル 異常水質発生時の被害の防止及び未然防止 

千葉県大気汚染緊急時対策実施要綱 オキシダントに係る緊急時における措置 

流山市光化学スモッグ対策要領 オキシダントに係る緊急時における措置 

流山市応急給水マニュアル 大規模な断水が発生した場合の応急給水所の設営 

 

対応訓練の実施状況 

実施日 実施場所 実施内容 

令和 6 年 6 月 27 日 クリーンセンター 消防訓練 

令和 6 年 11月 21 日 クリーンセンター 薬剤漏洩対応訓練 

令和 6 年 12月 24 日 クリーンセンター 

応急救護訓練 

（ＡＥＤを使用した心肺蘇生訓練） 

（三角巾及び担架の使用方法について） 

令和 7 年 1 月 30 日 森のまちエコセンター 消防訓練 

令和 7 年 2 月 13 日 森のまちエコセンター 薬剤漏洩対応訓練 
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７．環境目標 

第 2次環境基本計画を推進するため、同計画の指標（かつ市総合計画におけ

る指標）を環境マネジメントシステムにおける環境目標とし進捗管理を行って

います。 

基本目標 
（環境基本計画） 

環境目標  単位 
R6 

目標管理課 
実績 目標 

１ 自然と共生し
オオタカがすむ、
緑と水に育まれる
まち 

市内の緑に満足している市民の
割合 

％ 82.7 87.0 
みどりの課 

グリーンチェーン認定による敷
地内の緑化率 

％ 11.5 12.0 

流山市は住み心地が良いまちで
あると思う市民の割合 

％ 88.0 84.0 都市計画課 

遊休農地面積有効利用割合 ％ 68.4 - 農業振興課 

２ エネルギー効
率が高く、太陽の
力を活用する低炭
素なまち 

太陽光発電設備設置助成世帯数 世帯/年 79 100 環境政策課 

快適に移動できる道路網の整備
がされていることを感じている
市民の割合 

％ 69.9 75.0 道路建設課 

公共交通機関の利用について満
足と感じている市民の割合 

％ 79.7 76.0 
まちづくり推 
 進課 

ぐりーんバス利用者数 万人 90.7 94.0 

市域の二酸化炭素排出量 
※令和 5 年度実績、令和 12 年
度目標値 

千 t-
CO2/年 

634.5 326.4 

環境政策課 
市役所の温室効果ガス排出量
（H25(2013)年度比） 
※令和 12 年度目標値 

％ 103.8 50 

３ ごみを少な
く、資源を有効に
利用する循環型の
まち 

1 人 1 日あたりのごみ発生量 ｇ 720.0 784.2 

クリーンセン 
 ター 

資源化率 ％ 29.1 22.0 

最終処分量 ｔ 1,272 4,043 

４ 快適な生活環
境で、安心して健
康に暮らせるまち 

生活環境に関する苦情等の処理
率 

％ 99.7 97.0 環境政策課 

公共下水道普及率 ％ 94.34 95.2 下水道建設課 

自宅周辺の街並みや景観を誇り
に思う市民の割合 

％ 64.1 63.0 都市計画課 

５ 市民・事業者
が積極的な環境保
全と改善に取り組
むまち 

ＩＳＯまたはエコアクション
21 を認証登録している事業所 

個所 92 93 商工振興課 

※現行の市総合計画（令和 2 年 4 月～）では遊休農地面積有効利用割合を指標として用い

ていないことから、目標の欄は「-」としています。 
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８．環境活動計画 

（１）環境活動計画（流山市総合計画における実施計画） 

 流山市総合計画（令和 2～11年度）に掲げられた施策の内、環境に関連する事

業を環境マネジメントシステムにおける環境活動計画と位置付け、環境関連事

業を推進しています。進捗管理は、まちづくり報告書により行っています。 

なお、各事業は第 2 次環境基本計画における 5 つの基本目標により分類して

います。 

基
本
目
標 

事務名 内容 
担当 

統括者 責任者 

 
 

 
 

１ 

自
然
と
共
生
し
オ
オ
タ
カ
が
す
む
、
緑
と
水
に
育
ま
れ
る
ま
ち 

まちなか森

づくり事業 

まちなかのみどりを創出するため、計画的に街路樹植栽や公共スペースへの植栽を

行うとともに、新規住宅や民間施設等への緑化啓発により「流山グリーンチェーン

戦略」を推進し、緑視率が高く、みどり豊かな街並みの形成に取り組みます。※本

事業は、グリーンチェーン認定レベル 2 に該当する緑化率 12％を目標としていま

す。 

まちづく

り推進 

部長 

みどりの

課長 

良質なみど

りの拠点保 

全事業 

土地所有者から借り受けている市民の森等について保全に向けた取り組みを進める

とともに、自然に触れながら散策等をできるよう、園路等の施設整備を行います。 

みどりを支

える人づく 

り事業 

みどりを守り、育てる人材を育成するため、ボランティア育成や緑化に係る各種講

習会やオープンガーデンの支援を実施し、 本市の魅力づくりに市民と協働で取り

組みます。 

新たな賑わ

い空間創出

事業 

つくばエクスプレス沿線の土地区画整理事業の進捗に合わせて、都市施設として必

要な公園施設の整備を実施します。 

安心安全な

公園づくり

事業 

既存公園の遊具を始めとした公園施設の安全点検・補修・更新を行い利用者の安全

性・利便性の向上を図ります。 

生物多様性

地域戦略推

進事業 

生物多様性ながれやま戦略（第二期）に基づき、各重点拠点のモニタリング調査、

植樹事業、市の鳥に関する事業等を行うことにより、市民への生物多様性に関する

啓発を行います。 

環境部長 
環境政策

課長 

河川等維持

補修事業 
河川施設等が適切な排水機能を維持できるように補修及び修繕を行います。 

土木部長 河川課長 
利根運河エ

コパーク関

連事業 

利根運河の水質改善や利用者の利便性向上のため、河川空間を整備します。 

認定農業者

支援事業 

本市農業の中心的な役割を担っている認定農業者が購入する環境配慮型農業資材費

の一部を支援することにより、生産規模の拡大及び効率化を図り、更なる農業振興

を推進します。環境配慮型農業資材の購入を促進することにより減農薬、化学肥料

使用の削減に繋がり、環境にやさしい農業を推進します。 

経済振興

部長 

農業振興

課長 エコ農業推

進事業 

消費者ニーズに合わせた農業を推進するため、農薬や化学肥料の使用量を減らすな

ど環境に配慮した野菜の生産を推進します。 

市民農園事

業 

遊休農地等を土地所有者から借上げ、市民農園として市民が農作業を実践する場、

家族や市民相互のふれあいの場として有償提供するとともに、更なる遊休農地の有

効活用を図ります。 
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２ 

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
が
高
く
、
太
陽
の
力
を
活
用
す
る
低
炭
素
な
ま
ち 

地球温暖化

対策事業 

地球温暖化対策実行計画に基づき、太陽光発電設備等への補助事業や緑のカーテン

による啓発等の事業を行います。 
環境部長 

環境政策

課長 

TX 東京駅延

伸促進事業 

利用者の更なる安全性確保及び利便性向上を図るため、つくばエクスプレスの車両

編成８両化・東京駅延伸の早期実現・通学定期乗車券の運賃引き下げについて、鉄

道事業者等へ要望します。 

まちづく

り推進 

部長 

まちづく

り推進 

課長 

ぐりーんバ

ス運行事業 

交通利便性を向上させるため、民間バス路線の運行が困難かつ需要の見込める地域

における交通手段確保を目的として、駅と周辺住宅地を結ぶコミュニティバスを運

行します。 

地域公共交

通活性化事 

業 

地域公共交通を維持・確保するため、地域公共交通の現状・問題点、課題の整理を

踏まえて、地域にとって望ましい公共交通網のすがたを明らかにするとともに、妊

産婦が通院や健診等でタクシーを利用する際の費用の一部の助成、高齢者免許返納

一時金制度、デマンドタクシーの導入などまちづくりと連携した面的な公共交通ネ

ットワークを整備します。 

道路維持補

修事業 

広く一般に供用されている、河川占用を含む市道の路肩等の草刈りを実施し、一般

通行に支障を生じないよう良好な交通環境の維持保全に努め、自動車及び歩行者等

の道路利用者の円滑な通行と安全を図ります。 

土木部長 
道路管理

課長 

３ 

ご
み
を
少
な
く
、
資
源
を
有
効
に
利
用
す
る
循
環
型
の
ま
ち 

ごみ減量・資

源化事業 

ごみの減量、分別促進を図るため、指定ごみ袋やごみ分別アプリの導入、食品ロス

削減の先進地視察などを実施します。 

環境部長 

クリーン

センター

所長 

リサイクル

推進事業 

集団回収を実施するリサイクル団体の活動支援やごみ減量化促進ポスターコンクー

ルの開催及び各種講座等を開催します。また、生ごみ肥料化処理器による生ごみの

減量化及び再資源化を図るとともに、購入者に費用の一部を補助します。 

ごみ収集事

業 

各家庭からごみ集積所に排出される一般廃棄物を衛生的に処理するため、ごみの収

集を業務委託し、ごみを適正に処理することによって、市民一人一人が衛生的な中

で生活が営むことができる環境づくりに努めます。 

ごみ焼却施

設整備事業 

ごみ焼却施設の安全操業と適正な廃棄物処理を継続するため、設備の定期的な点検

整備を実施します。 

廃棄物処理

施設延命化

事業 

平成 16 年 2 月竣工のごみ焼却施設の延命化を図るため、令和 2 年度に策定した長

寿命化総合計画に基づき、令和 4 年度から令和 7 年度までの 4 か年継続事業とし

て、ごみ焼却施設の基幹的設備改良工事を実施します。 

路上喫煙の

防止及びま

ちをきれい

にする事業 

 路上喫煙等を防止し環境美化を推進するため、「流山市路上喫煙の防止及びまち

をきれいにする条例」に基づき、重点区域のパトロール、クリーンボランティアに

よる地域清掃を行います。 

環境政策

課長 

４ 

快
適
な
生
活
環
境
で
、
安
心
し
て
健
康
に

暮
ら
せ
る
ま
ち 

景観形成推

進事業 
景観計画及び景観条例に基づき良好な景観の形成を目指します。 

まちづく

り推進 

部長 

都市計画

課長 

広告物等推

進事業 

良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害防止のため、広告物等について

適正な規制と啓発に努めます。 

江戸川左岸

流域関連公

共下水道整

備事業 

公共下水道整備の拡大を図ることで、市民に快適な生活環境を提供するとともに、

公共用水域を保全します。整備区域として、長崎２丁目地先の順次整備拡大を図り

ます。 

上下水道

局次長 

下水道建

設課長 
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手賀沼流域

関連公共下

水道整備事

業 

公共下水道整備の拡大を図ることで、市民に快適な生活環境を提供するとともに、

公共用水域を保全します。整備区域として、美田地先の順次整備拡大を図ります。 

浄化槽設置

事業 

浄化槽計画区域において、単独処理浄化槽及び汲み取り便所から合併処理浄化槽へ

転換します。 

ストックマ

ネジメント 

事業 

下水道管路施設の計画的な維持管理、改築・更新を進めます。 

５ 

市
民
・
事
業
者
が
、
積
極
的
な
環

境
保
全
と
改
善
に
取
り
組
む
ま
ち 

地球温暖化

対策事業 

環境学習と環境保全活動を推進させるための普及啓発の一環として、環境学習講座

を開催します。 
環境部長 

環境政策

課長 

 

（２）令和６年度の進捗状況 

 令和 6年度の主な事務事業の進捗は以下の通りです。 

１ 自然と共生しオオタカがすむ、緑と水に育まれるまち 
事業名 令和６年度の取組み 次年度以降の取組み 

まちなか森づく

り事業 

・令和 5 年度に引き続き、小山小学校前の街路樹植栽

を行いました。また、南流山地区街路樹の植栽工事を

行いました。 

・グリーンチェーン認定取得促進のため、事業者への

丁寧な指導を行いました。令和 6 年度までのグリー

ンチェーン認定実績は 399 件、9,576 戸となりまし

た。 

・街路樹の植え替え等について、周辺環

境や近年の気候に配慮した樹種を選

定します。 

・グリーンチェーン認定取得促進のた

め、事業者への丁寧な指導を行いま

す。 

良質なみどりの

拠点保全事業 

・向小金ふれあい公園の改修工事、及び三輪野山散策

の森の整備工事を行いました。 

・市民の森の保全に向けた取り組みを進めました。 

・運河散策の森の整備工事を行います。 

・市民の森の保全に向けた用地取得等

の取り組みを継続します。 

みどりを支える

人づくり事業 

・緑化に関する講習会を今年度も合計 9 回開催しまし

た。 

・オープンガーデンの開催を支援しました。 

・講習会のテーマを工夫し、参加者数の

増加に努めます。 

・オープンガーデンの開催を支援しま

す。 

生物多様性地域

戦略推進事業 

・流山市役所、流山市生涯学習センターでオオタカパ

ネル展を開催しました。 

・グリーンウェイブで市内小学校等 4 箇所に計 74 本の

植樹を行い、緑の創出に努めました。 

・生物多様性ながれやま戦略に位置付

けている重点地区・拠点のモニタリ

ング調査を引き続き行い、環境の保

全・回復に努めます。 

・市の鳥に制定したオオタカや生物多

様性に関する啓発を行います。 

・市内の自然環境について啓発を行う

生物多様性シンポジウムを開催しま

す。 
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河川等維持補修

事業 

・効率的な補修を行い、水路や河川施設の適切な機能

維持に努めました。 

・補修対象の施設や住民からの要望が増加しているこ

とから、施設の健全度や補修の優先度を的確に見極

め、限りある予算と人員で効率的に対応することが

できました。 

・職員によるパトロールや施設点検に

より、河川施設の老朽箇所の早期発

見に努めます。 

エコ農業推進事

業 

・減農薬、減化学肥料による環境への負荷を低減する

方向の農業生産を進めるため、低農薬、低化学肥料購

入費の一部を補助金として支援しました。 

・減農薬、減化学肥料による有機農業を

行う堆肥の導入を継続できるよう支

援に取り組みます。 

認定農業者支援

事業 

・認定農業者への資機材等の補助を通じて継続的な支

援に取り組みました。 

・生産規模の拡大及び効率化を図るた

め、本市の農業の中心的な役割を担

っている認定農業者が購入する環境

配慮型農業資材費の一部を補助しま

す。 

市民農園事業 

・遊休農地の有効活用を図るため名都借、大畔、駒木

台、西深井、こうのす台の 5 地区の借上げに取り組

みました。 

・引き続き遊休農地の有効活用として、

名都借、大畔、駒木台、西深井、こう

のす台の 5 地区の借り上げに取り組

みます。 

 

２ エネルギー効率が高く、太陽の力を活用する低炭素なまち 
事業名 令和６年度の取組み 次年度以降の取組み 

地球温暖化対策事

業 

・住宅用省エネルギー設備等設置補助金は、太陽光

発電設備は 79 件、エネファーム 16 件、リチウム

イオン蓄電システム 61 件、V2H 2 件、電気自動

車 5 件、プラグインハイブリッド自動車 6件、断

熱窓 19 件を交付する等、その他関連補助制度も

含め合計 17,189,000 円の補助金を交付し、地球

温暖化対策を推進しました。 

・ゴーヤ配布実績は自治会や学校等の公共施設に

種 32,215 粒、苗 1,338 株を配布し、緑のカーテ

ンの普及促進に努めました。 

・引き続き、住宅用省エネルギー設備の

普及に努めます。 

・学校以外の公共施設は種からのゴーヤ

の育成に変更し、自治会配布について

も苗から種への育成の普及に努めま

す。 

ぐりーんバス運行

事業 

・利便性向上のため、美田・駒木台ルートの経路を

見直し、運行ルートを短縮しました。 

・流山ぐりーんバスの運行については、車内広告ス

ペースを活用した広報活動等をとおして利用者

数向上を図りました。 

・バスの運行により、市民の移動の利便

性を確保します。 

・経路の見直しやダイヤの改正を検討

し、一層の利便性向上に努めます。 

地域公共交通活性

化事業 

・マタニティタクシー利用助成制度を導入し、妊産

婦の移動に関する不安を軽減するほか、市内公共

交通の利用促進に努めました。 

・高齢者免許返納一時金制度を導入し、高齢運転者

の事故防止を図るほか、市内公共交通の利用促進

に努めました。 

・マタニティタクシー利用助成制度及び

高齢者免許返納一時金制度を継続しま

す。 

・公共交通検討地域等の新たな公共交通

導入について具体的な交通手段の検討

を進めます。 
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３ ごみを少なく、資源を有効に利用する循環型のまち 
事業名 令和６年度の取組み 次年度以降の取組み 

ごみ減量・資源化

事業 

・施設見学や広報ながれやま、市ホームページ、自

治会等回覧などの広報活動の他に、ごみ分別アプ

リの利用促進を図り、周知を行いました。 

・環境省３Ｒ推進月間の一環として、ごみの減量・

資源化を広く市民に周知し、理解と協力を得るた

め、10 月 1 日から 10 月 31 日の期間に、市内公

共施設 11 ヶ所でごみの減量・啓発のための横断

幕及びのぼり旗を掲示しました。また、ごみ出前

講座（ケロクルミーティング）を自治会等を対象

に 2 回実施しました。 

・広報ながれやま、市ホームページ、自

治会等回覧などの広報活動の他に、減

量等推進員会議等を通じ、ごみ分別促

進アプリやごみ出前講座の制度の周知

に努めます。 

・ごみ出前講座は、身近なごみの分別の

疑問点やその地域での問題について懇

談する場で、身近な問題解決の一翼を

担っていることから、開催数を増やし、

ごみ減量・資源化の推進を図ります。 

リサイクル推進事

業 

・集団回収や生ごみ肥料化処理器についてわかり

やすい広報を行うことで、ごみの減量・資源化の

促進を図りました。 

・リサイクル意識及び地域コミュニティの醸成等

を目的として、資源物の集団回収における支援を

251団体に行うとともに、資源物持ち去り防止パ

トロールを実施し、リサイクル団体による集団回

収の円滑な推進に努めました。 

・集団回収制度の認知度を上げるととも

に、排出ルールの周知を図っていきま

す。 

ごみ収集事業 
・「流山市家庭ごみの正しい分け方・出し方パンフ

レット」の市民への配布を行いました。 

・事業系廃棄物の受入基準の見直しに伴

い、事業者への丁寧な対応に努めると

共に、事業系一般廃棄物の減量・資源

化の啓発に努めます。 

路上喫煙の防止及

びまちをきれいに

する事業 

・路上喫煙防止重点区域について、路面シールを補

修含め 46 枚追加で設置しました。 

・パトロールにより 159 件の指導を行いました。 

・2024 年度（令和 6 年度）の路上喫煙及びポイ捨

て防止キャンペーンについては、南流山駅周辺と

流山おおたかの森駅周辺にて、啓発活動を各 2 日

実施しました。 

・パトロールを行う臨時職員に警察官 OB

を採用し、パトロール・指導によりマ

ナーの向上及び路上喫煙の防止に努め

ます。 

・路上喫煙やポイ捨ての防止対策を強化

するため、朝・夕の通勤時間帯のパト

ロールを実施します。 

 

４ 快適な生活環境で、安心して健康に暮らせるまち 
事業名 令和６年度の取組み 次年度以降の取組み 

景観形成推進事業 
・景観法第 16 条に基づく届出は 220 件あり、届出

者に対し指導や誘導を行いました。 

・建築業者・開発業者に対して、景観計

画に基づき指導を行い、良好な景観形

成を誘導します。 

江戸川左岸流域関

連公共下水道整備

事業 

・中野久木、美原 2 丁目、古間木、鰭ケ崎、前ケ崎、

向小金 3 丁目、延長約 3km、面積約 15ha につい

て下水道工事を発注しています。残りについて

は、繰越事業として整備を進めます。 

・下水道工事の適切な工法選定により費

用対効果を向上させつつ、工事の早期

完成を目指します。 

手賀沼流域関連公

共下水道整備事業 

・青田、駒木台、駒木、延長約 2km、面積約 6haに

ついて下水道工事を発注しています。残りについ

ては、繰越事業として整備を進めます。 

・下水道工事に適切な工法選定等により

費用対効果を向上させつつ、工事の早

期完成を目指します。 

浄化槽設置事業 

・「利根運河等水質改善モデル事業」として最大 30

万円を上乗せ補助し、転換工事の加速化を図り、

年間転換基数 50 基を行いました。 

・継続して最大 30万円を上乗せ補助し、

転換工事の加速化を図り、年間転換基

数 50基を行います。 

 



24 

 

 

５ 市民・事業者が積極的な環境保全と改善に取り組むまち 
事業名 令和６年度の取組み 次年度以降の取組み 

地球温暖化対策事

業 

・一般市民を対象とした市民環境講座を 4 回実施

し、参加者数は延べ 334 人となりました。 

・市民環境講座については、引き続き、

子ども達が興味を持つような教材を用

いる親子向け講座を中心として、若い

世代の参加者と新規の参加者を増やす

ためにより身近で参加しやすいテーマ

での講座を実施します。 
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（３）各部局の取り組みの公表 

各部局における環境マネジメントシステムの進捗は、年度当初に各部局ごと

に取り組みを定め、市ホームページ「部局長の仕事と目標」のページに「環境へ

の取組み」として公開しています。 
総合政策部 

○前年度の評価 
【秘書広報課】 
・広報印刷業務では、「ゼロカーボンシティ」の推進のもと、更なる環境に配慮したインクの使用に努めました。 

・庁内各課連絡について、可能な限り電子データ等を活用し、ペーパーレスに努めました。 
 
【企画政策課】 

・消耗品等の購入の際は、グリーン購入適合品を購入するよう努めました。 
・印刷時には、両面印刷や集約印刷等を行い、紙の使用量削減に努めました。 
 

【マーケティング課】 
・印刷時の両面印刷の徹底、情報の電子データ化を図り、紙使用量の削減に努めました。 
・離席時のパソコン休止や、昼休みの消灯などの節電に努めました。 

・イベント実施時におけるゴミの分別の徹底及び総排出量の抑制を図りました。（出店業者への啓発、会場設営時の
工夫等）。 
 

【情報政策・改革改善課】 
・可能な限りペーパーレス化を図り、紙の使用量削減に努めました。 
・備品や消耗品の購入にあたっては、積極的にグリーン購入対象品を購入しました。 

・両面印刷や集約印刷を活用し、必要最低限の紙使用にとどめました。 
 
【工事検査室】 

・建設副産物の適正処理について、報告書の作成に関する助言を行いました。 
・コピー、印刷物の両面印刷を徹底し、印刷用品の削減に取り組みました。 

○今年度の取組み 
【秘書広報課】 
・広報印刷業務では、「ゼロカーボンシティ」の推進のもと、更なる環境に配慮したインクの使用に努めます。 

・庁内各課連絡について、可能な限り電子データ等を活用し、ペーパーレスに努めます。 
 
【企画政策課】 

・大量印刷をする場合、出力データを確認し、紙資源減量に努めます。 
・資料等は、可能な限り集約印刷を心掛け、紙資源減量に努めます。 
 

【マーケティング課】 
・可能な限りペーパーレス化を図り、紙の使用量削減に努めます。 
・備品や消耗品の購入にあたっては、積極的にグリーン購入対象品を購入します。 

・両面印刷や集約印刷を活用し、必要最低限の紙使用にとどめます。 
 
【情報政策・改革改善課】 

・新規で導入するチャットツールやグループウェア各課連絡の電子承認機能や回覧機能を活用し、印刷の削減を推進
します。 

・ペーパーレスの観点から、市民向け電子申請サービスの提供に向け準備を進めます。 

 
【工事検査室】 
・ペーパーレスの観点から、工事完成図書の減量化について、先進自治体の取り組み状況を研究していきます。 

・コピー、印刷物の両面印刷を徹底し、印刷用品の削減に取り組みます。 

総務部 

○前年度の評価 
【総務課】 
・グリーン購入については、指定品に限られている印刷機のトナーを除き、ほぼ適合品を購入しました。 

・用紙の使用量の削減については、両面印刷の徹底のほか、不要紙の再利用に取り組みました。 
・電気使用量の削減については、昼休みの執務室の消灯のほか、離席時にパソコン画面を閉じることに取り組みまし
た。 

 
【人材育成課】 
・事務用品などの購入について、グリーン購入に努めました。 

・会議や研修の資料については、両面印刷・集約印刷を行い用紙の使用量の削減に努めました。 
・昼休みや帰庁時に照明を消すなど、電気使用量の削減に努めました。 
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【財産活用課】 
・事務用品などの購入について、グリーン購入に努めました。 
・用紙については、原則両面印刷を心掛け、資料作成時の読み合わせ等の実施により印刷ミス枚数を削減し、使用量

の削減に努めました。 
・民間による省エネルギー化事業（ESCO 事業）を導入している１２施設について二酸化炭素排出削減を図ることがで
きました。 

○今年度の取組み 
【総務課】 
・事務用品等の特定調達品については、グリーン購入を推進します。 

・会議資料の印刷は内容を集約し、紙の節約に努めます。 
・不要になった紙の再利用に努めます。 
・電気使用量の削減に努めます。 

 
【人材育成課】 
・事務用品などの購入に当たっては、グリーン購入対象品を積極的に購入します。 

・会議や研修の資料については、両面印刷・集約印刷を行い、また、グループウェアの回覧機能を活用し、用紙の使
用量の削減に努めます。 
・昼休みや帰庁時に照明を消し、電気の使用量を削減します。 

 
【財産活用課】 
・事務用品などの購入に当たっては、グリーン購入対象品を積極的に購入します。 

・紙の集約化や両面印刷により、用紙の使用量削減に努めます。 
・離席時はパソコンを閉じ、昼休みや帰庁時は照明を消すなど、電気の使用量を削減します。 

財政部 

○前年度の評価 
【財政調整課】 

・始業前及び昼休みは事務室を消灯しました。 
・離席時のパソコンの蓋閉めを可能な限り実施しました。 
・両面印刷や裏紙使用により、用紙使用量を削減しました。 

 
【税制課】 
・始業前、昼休み時には、事務室内の電灯の使用を抑制しました。 

・両面印刷や裏紙印刷の利用により、印刷用紙の使用料を削減しました。 
・ＯＡ機器を一定時間使わない場合は、スリープ機能を活用し、消費電力を削減しました。 
 

【市民税課】 
・個人住民税の例月及び当初課税業務において使用する各種チェックリスト等の一部を、紙から電子データでの活用
に見直し、紙の使用量と保管スペースの削減をしました。 

・ごみの持ち帰りを徹底し、廃棄物の発生を削減しました。 
・離席時にノートパソコンの蓋を閉じ、必要に応じて電気を消灯し、電気使用量を削減しました。 
・繁忙期業務の一部を外部委託することにより、時間外労働時間の削減と電気使用量・紙の使用量の削減をしました。 

 
【資産税課】 
・固定資産評価用タブレット機器を本格稼働したことにより、事務の効率化とコピー用紙の削減等、省力化を実現し

ました。 
・家屋評価システムを導入し、課税資料の電子化に努めたことにより、紙資料の保管スペースを縮小化しました。 
・公用車の使用時に、アイドリングストップの徹底等、二酸化炭素排出量の削減を行いました。 

○今年度の取組み 
【財政調整課】 

・始業前及び昼休みの事務室消灯を継続します。 
・会議等で離席する時はパソコンの蓋を閉じ、継続して電力の削減に努めます。 
・引き続き両面印刷や裏紙使用により、継続して用紙使用量の削減を図ります。 

・時間外勤務の削減に努めます。 
 
【税制課】 

・電子データによるチェックを行い、印刷プレビューや集約機能を活用し、印刷ミスを防ぎます。 
・ファイリングフォルダーの再利用に努めます。 
・始業前・昼約休み時には一部消灯したり、長時間離席の際は、ＰＣ画面を閉じ消費電力を削減します。 

・ノー残業デーを徹底し、電気等のエネルギーの削減を更に進めます。 
 
【市民税課】 

・引き続き、業務上不要な紙は電子データ化できないか検討し、紙の使用量を削減します。紙の印刷時には両面印刷・
集約印刷を徹底することで紙の使用量を更に削減します。 

・ごみの持ち帰りを徹底し、廃棄物の発生を削減します。 
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・離席時はノートパソコンの蓋閉じを徹底し、電気の使用量を削減します。 

・繁忙期業務の一部外部委託を継続し、時間外労働時間の削減と電気使用量・紙の使用量を削減します。 
 
【資産税課】 

・紙で保管している課税資料について、PDFなど電子データ化を実施します。 
・引き続きタブレット機器や家屋評価システムの活用により、用紙の使用量削減や省力化を図ります。 
・ノー残業デーやクールアースデーは、定時退庁に努めエネルギー消費の抑制を進めていきます。 

市民生活部 

○前年度の評価 

【市民課】 
・業務開始前や昼休みには消灯に努めました。 
・離席時には自席のパソコンを閉じるなど、電気使用削減に努めました。 

・コピー用紙使用枚数の削減に努めました。 
・消耗品等の購入においては、グリーン購入適合品の調達に努めました。 
 

【コミュニティ課】 
・資料等作成にあたっては、両面印刷、両面コピーにより、紙の節約に努めました。 
・ごみの分別やリサイクルを行い、廃棄物の抑制に努めました。 

・昼休みの消灯、離席時のパソコン休止などにより、節電を図りました。 
・ノー残業デーやクールアースデーは、定時退庁に努めました。 
・消耗品等の購入の際は、グリーン購入適合品の調達に努めました。 

 
【防災危機管理課】 
・レイアウト出力や校閲機能の活用、不必要な印刷の削減に努め、出力枚数の削減に努めま 

す。 
・離席時にはＰＣを閉じて消費電力の削減に努めます。 
・備蓄食糧の廃棄を減らすため、賞味期限到来前に自治会等への物資の配布を行います。 

 
【保険年金課】 
・資料等の作成については、両面コピー、集約印刷、プリンタプレビュー機能利用による誤印刷防止や PC 画面上で

文書を確認し紙資源の節約に努めました。 
・離席時に PC を閉じて消費電力の縮小に努めました。 
・ノー残業デーやクールアースデーは、定時退庁に努めました。 

・消耗品（紙類・文具等）の購入に当たっては、グリーン購入法適合品の調達に努めました。 

○今年度の取組み 
【市民課】 

・事務の効率化を図り、時間外勤務を削減し、電気使用料の抑制に努めます。 
・コンビニ交付を推進し、窓口での申請用紙の削減に努めます。 
・コピー用紙使用枚数の削減に努めます。 

・消耗品等の購入においては、グリーン購入適合品の調達に努めます。 
 
【コミュニティ課】 

・資料等の作成及び打ち合わせ時においては、可能な限りペーパーレスで対応できるように努めます。 
・引き続きごみの分別やリサイクルを行い、廃棄物の抑制に努めます。 
・残業時間を削減し、時間外の電力消費削減に努めます。 

・消耗品等の購入の際は、グリーン購入適合品の調達に努めます。 
 
【防災危機管理課】 

・レイアウト出力や校閲機能の活用、不必要な印刷の削減に努め、出力枚数の削減に努めます。 
・離席時にはＰＣを閉じて消費電力の削減に努めます。 
・昼休みの消灯、離席時のパソコン休止などにより、節電を図ります。 

・備蓄食糧の廃棄を減らすため、賞味期限到来前に学校や自治会等へ備蓄食料の利用や物資の配布を行います。 
 
【保険年金課】 

・資料等の作成については、両面コピー、集約印刷、プリンタプレビュー機能利用による誤印刷防止を徹底し、引き
続き紙資源の節約に努めます。 

・会議資料を簡素化し、印刷物の削減に努めます。 

・離席時に PC を閉じて消費電力の縮小に努めます。 
・ノー残業デーやクールアースデーは、定時退庁に努めます。 
・消耗品（紙類・文具等）の購入に当たっては、グリーン購入法適合品の調達に努めます。 

健康福祉部 

○前年度の評価 

【社会福祉課】 
・印刷時は、両面印刷や集約印刷に努め、紙の使用量の削減に努めました。 
・昼休みの消灯など節電に努めました。 
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【高齢者支援課】 
・「ノー残業デー」には朝ミーティングで職員同士声掛けや意識改革を行い、定時退庁や残業時間の短縮に努めまし
た。 

・事務室内の電気、冷暖房、PCの使用において職員同士の声掛けやクールビズ等に積極的に取り組み、消費電力の削
減に努めました。 
 

【介護支援課】 
・コピー用紙については、集約印刷等活用し使用削減に努めました。 
・OA 機器の待機電力の削減を徹底しました。 

 
【障害者支援課】 
・コピー用紙等について、両面・集約印刷、PDF 化などの機能を利用し使用量削減に取り組みました。 

・離席時にパソコンディスプレイを閉じる、退庁時のプリンターの電源を切るなど待機電力の削減に各職員が積極的
に取り組みました。 

 

【児童発達支援センター】 
・「ノー残業デー」・「クールアース・デー」の実施時には、朝ミーティングで声掛けを行い、課全体で定時退庁に
努めました。 

・支援後は部屋の消灯や空調機の電源を切る、離席時には、ＰＣのディスプレイを閉じる等、こまめな節電に取り組
みました。 
 

【健康増進課】 
・「ノー残業デー」「クールアース・デー」時には、朝のミーティング等で声かけを行い、可能な範囲で定時退庁に
努めました。 

・昼休みの消灯、部屋の利用時以外の消灯等、各職員が意識して節電に取り組むことができました。 
・公用車の予約システムの利用により職員の行先を共有し、公用車の乗合使用を心掛けました。 

○今年度の取組み 

【社会福祉課】 
・近距離の訪問時には自転車を利用し、公用車の利用削減に努めます。 
・OA 機器の待機電力の削減に取り組みます。 

 
【福祉政策課】 
・離席時にはディスプレイを閉じる、使用していないプリンターの電源を切るなど待機電力の削減を徹底します。 

・印刷時は両面印刷や集約印刷の積極的な活用に努め、コピー用紙の削減に努めます。 
 
【高齢者支援課】 

・離席時にはディスプレイを閉じる、プリンターの電源を切る等、職員同士の声掛けを行い、待機電力の削減に取り
組みます。 

・印刷時は両面印刷や集約印刷の積極的な活用に努め、コピー用紙の削減に努めます。 

 
【介護支援課】 
・ノー残業デー時等に、業務終了後、速やかな退庁、消灯をし、消費電力の削減に努めます。 

・ごみの分別を明確に行い、リサイクルも活用し廃棄物の抑制に取り組みます。 
 
【障害者支援課】 

・「ノー残業デー」・「クールアース・デー」の実施時には、積極的に声を掛けあい、課全体で定時退庁に努めます。 
・OA 機器の待機電力の削減を徹底します。 
 

【児童発達支援センター】 
・印刷時に両面印刷を行い、コピー用紙の使用削減に努めます。また会議等、プロジェクター等の利用が可能な場面
では、資料を投影することでペーパーレス化に努めます。 

・離席時に PC のディスプレイを閉じる等して、節電に努めます。 
 
【健康増進課】 

・昼休みや各部屋の利用時以外の消灯、離席時にパソコンを閉じる等こまめな節電に努めます。 
・本庁への公用車の乗合使用に努めます。 
・印刷は必要最低限とし用紙の使用量削減に努めます。 

子ども家庭部 

○前年度の評価 

【子ども家庭課】 
・消耗品等グリーン購入ができる品目については、グリーン購入に努めました。 
・両面印刷と電子媒体の使用を推進し、不要な印刷を控えました。 

・資源ごみの分別を図り、廃棄物発生量の抑制に努めました。 
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【保育課】 

・不要な印刷を控え用紙の使用量低減に努めました。 
・消耗品等の購入の際には、グリーン適合品を購入するよう努めました。 
・公用車は EV 車を導入し、ＣＯ２の削減に努めました。 

・資源ごみの分別を徹底し、ごみの発生量抑制に努めました。 

○今年度の取組み 
【子ども家庭課】 

・引き続き両面印刷の徹底と電子媒体の使用を推進することで不要な印刷を控えます。 
・課専用車両の導入については EV 車とし CO2 の削減に努めます。また、公用車を使用する際にはエコドライブに努
めます。 

 
【保育課】 
・不要な印刷を控え、両面印刷を徹底することで用紙の使用量低減に努めます。 

・消耗品等の購入の際には、グリーン適合品を購入するよう努めます。 
・公用車を使用する際には、引き続きエコドライブに努めます。 
・給食の牛乳パック（紙）をリサイクルするほか、廃プラスチック類等のごみの発生量抑制に努めます。 

経済振興部 

○前年度の評価 

【商工振興課】 
・商店街がＬＥＤ化した街路灯について、その電気代の全額を助成をしました。 
・昼休み時間の消灯、離席時のパソコンの休止を徹底し、節電に努めました。 

・消耗品等の購入の際は、グリーン購入適合品の調達に努めました。 
 
【流山本町・利根運河ツーリズム推進課】 

・消耗品等の購入の際は、グリーン購入適合品の調達に努めました。 
・会議用の資料等は、両面印刷を行い紙の使用削減に努めました。 
・昼休み時間の消灯、離席時のパソコンの休止を徹底し、節電に努めました。 

 
【農業振興課】 
・地産地消を推進するため「米飯給食」や「農産物直売所」を通じて流山産農産物の地産地消の普及促進の PR を推

進しました。 
・直売所で売れ残った野菜の回収も適切に行いました。 
・環境に配慮した資材を購入した農業生産者に購入費の一部を補助しました。 

・農業用廃プラスチックの適正な処理を支援しました。 
・消耗品等の購入に当たってはグリーン適合品購入に努めました。 
・紙使用の削減に努めました。 

○今年度の取組み 
【商工振興課】 

・商店街がＬＥＤ化した街路灯について、その電気代の全額を助成をします。 
・消耗品等の購入の際は、グリーン購入適合品の調達に努めます。 
・昼休み時間の消灯、離席時のパソコン休止を行うなど、節電に努めます。 

・印刷やコピーによる紙の使用削減に努めます。 
 
【流山本町・利根運河ツーリズム推進課】 

・消耗品等の購入の際は、グリーン購入適合品の調達に努めます。 
・資料作成の際は、両面印刷、両面コピーするなどして、さらにペーパーレスに努めます。 
・昼休み時間の消灯、離席時のパソコン休止を行うなど、引き続き節電に努めます。 

 
【農業振興課】 
・流山産農作物の地産地消を推進します。 

・生産者等に対して環境に配慮した資材購入、使用促進に努めます。 
・農業生産者に対して省エネ等の啓発に努めます。 
・農業用廃プラスチックの適正な処理を支援します。 

・消耗品等の購入に際しては、グリーン適合品の購入に努めます。 
・印刷やコピーは必要最小限とし、両面印刷、集約印刷による紙使用の削減に努めます。 

環境部 

○前年度の評価 
【環境政策課】 

・住宅用省エネルギー設備への補助事業や商業施設向け電気自動車等充電設備の導入費に対する補助を実施したほ
か、新たに事業者や集合住宅向け太陽光発電設備の導入費に対する補助制度を創設するなど、脱炭素の取り組み手
段の多様化を図りました。 

 
【クリーンセンター】 
・ごみ焼却施設については、法令に基づき定期点検整備を実施することで、資源・エネルギーの効率的な回収、環境

負荷の低減に努めました。 



30 

 

・指定ごみ袋や生ごみ肥料化処理器購入補助金制度、ごみ分別アプリなどにより、ごみ分別及び減量・資源化を促進

し、家庭系ごみの排出量の削減に努めました。 
・森のまちエコセンターにおいては、剪定枝から堆肥を作り定期的に市民に配布することで、循環型社会の形成を図
りました。 

○今年度の取組み 
【環境政策課】 
・環境基本計画及び生物多様性ながれやま戦略の改定に取り組むとともに、ゼロカーボンシティの実現を目指して、

市域一体となった取り組みを実施する他、健康省エネ住宅制度を通して、特に CO2 排出量の多い民生家庭部門の削減
を図ります。 
 

【クリーンセンター】 
・ごみ焼却施設については、法令等に基づき定期点検整備を実施するとともに、令和７年度まで基幹的設備改良工事
を実施することにより、資源・エネルギーの効率的な回収、環境負荷の低減に努めます。 

・事業系廃棄物について、新たな受入基準により、事業系一般廃棄物の減量・資源化及び適正処理の啓発に努めます。 
・森のまちエコセンターにおいては、剪定枝から堆肥を作り定期的に市民に配布することで、循環型社会の形成を図
ります。 

まちづくり推進部 

○前年度の評価 

【まちづくり推進課】 
・つくばエクスプレス沿線で土地区画整理事業を施行している地区では、みどりの回復を目指し、より多くの街路樹
植栽を行うよう施行者や建築事業者に協力を求めました。 

・良質な緑の拠点を保全するため、流山おおたかの森駅周辺都市広場の適切な管理に努めました。 
・つくばエクスプレス沿線の土地区画整理事業に係る環境影響評価の調査を毎年度行い、地区内に存する動植物や湧
水等の実態を把握し、希少種の保全や生活環境の保全に努めました。 

・流山ぐりーんバスの運行において、温室効果ガスの排出量を削減するため、慢性的な交通渋滞が生じるルートを変
更し、円滑かつ走行距離が短縮するルートを作成しました。 
 

【みどりの課】 
・既存の公園・緑地・市民の森等の適切な管理を行い、良質なみどりの拠点の保全に努めました。 
・まちなか森づくり事業による街路樹植栽や流山グリーンチェーン戦略の推進により、まちなかに新たなみどりを創

出しました。 
・市民の緑化意識の向上を図るため、ボランティアの育成や緑化に関する講習会を実施しました。 
 

【都市計画課】 
・事業者等に対し、景観計画に基づき丁寧な指導を行い、良質な住環境形成の推進に努めました。 
 

【建築住宅課】 
・長期優良住宅の認定において、省エネルギー対策等に関する措置が基準を満たしているかを適切に審査し認定業務
を行いました。 

・建物の解体工事、新築工事等において特定建設資材の分別解体及び再資源化等を促進するため、パトロールを実施
し分別についての説明を行いました。 
・既存住宅の耐震診断・改修について、ホームページ、広報及び戸別訪問による情報提供及び啓発を行いました。 

・公営住宅の長寿命化計画に基づき、大橋団地１・２号棟受水槽更新工事を実施し、安全で快適な住まいを長期間確
保することで、LCC（ライフサイクルコスト）の低減を図りました。 
・地域住民の生活環境の保全を図るため、空家等対策計画及び住生活基本計画に基づき、空家対策の推進を図りまし

た。 
 
【宅地課】 

・環境に配慮した街づくりを目指し、雨水の再利用や浸透施設の設置、また更なる緑化に努めるよう開発指導におい
て協力を求めました。 

○今年度の取組み 
【まちづくり推進課】 
・つくばエクスプレス沿線で土地区画整理事業を施行している地区では、より多くの街路樹植栽を行うよう施行者に

協力を求め、みどりの回復を目指します。 
・流山おおたかの森駅周辺都市広場について適切に管理するとともに流山おおたかの森駅周辺での建築に際し、事業
者へ建築計画の説明を求め、地域性に配慮した樹種による植栽に努めるよう協議を行い、みどりの回復を目指します。 

・南流山駅周辺地区において建築を行う際は、事業者へ建築計画の説明を求め、敷地内の緑化に努めるよう協議を行
い、まちなかの緑を増やすよう努めます。 
・つくばエクスプレス沿線の土地区画整理事業に係る環境影響評価の調査を毎年度行い、地区内に存する動植物や湧

水等の実態を把握し、希少種の保全や生活環境の保全に努めます。 
・高齢者免許返納一時金制度の利用促進を図り、自家用車から公共交通への転換を促すことで、温室効果ガスの排出
量の低減に努めます。 

 
【みどりの課】 
・既存の公園・緑地・市民の森等の適切な管理を行い、良質なみどりの拠点として保全します。 
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・新たなみどりの創出に向け、まちなか森づくり事業や流山グリーンチェーン戦略を推進し、まちなかのみどりを創

出していきます。 
・ボランティアの育成や緑化に関する講習会を実施し、市民の緑化意識の向上を図ります。 
 

【都市計画課】 
・流山市の特徴である緑豊かな景観の保全・創出や、地域の特性に応じた良質な住環境の形成を推進するため、景観
計画に基づく指導及び景観計画の周知に努めます。 

 
【建築住宅課】 
・「長期優良住宅の認定制度」や「建築物省エネ法」を周知し、環境への負担が少ない建築物の普及に努めます。 

・建設工事及び解体工事等に関して、建設リサイクル法に基づき、特定建設資材の再資源化を促進します。 
・民間建築物の耐震診断・改修、高齢者住み替え支援制度により、建築物の長期利用を促進します。 
・公営住宅の長寿命化計画に基づき、公営住宅を計画的にメンテナンスすることにより、施設の長寿命化を図ります。 

・空家等対策計画及び住生活基本計画に基づき、空家対策の推進を図ります。 
 
【宅地課】 

・開発事業者に対し、環境に配慮したまちづくりの推進に向けて、緑化や雨水浸透施設の設置について誘導を図りま
す。 

土木部 

○前年度の評価 
【道路管理課】 

・道路維持補修工事において、溶融スラグ入りのアスファルト混合物の利用に努めました。 
 
【道路建設課】 

・道路改良等工事において、溶融スラグ入りアスファルト混合物を始めとした再生建設資材の利用に努めました。 
・歩道新設及び改良時には、透水性アスファルトを使用し、良好な水循環の形成に努めました。 
 

【河川課】 
・開発事業者及び建築事業者に、雨水貯留施設・雨水浸透施設の設置を指導し、水環境の保全と雨水流出抑制に努め
ました。 

・雑草の繁茂や汚泥の堆積による水路環境の悪化を防止しました。 
・国土交通省江戸川河川事務所と協働し、河川の水質・生態系の保全、再生を目的とした、小学生対象の総合学習を
３回実施しました。 

○今年度の取組み 
【道路管理課】 
・道路補修工事においては、溶融スラグ入りアスファルト混合物の利用に努め、廃棄物の処理削減に努めます。 

 
【道路建設課】 
・道路改良等工事において、溶融スラグ入りアスファルト混合物を始めとした再生建設資材の利用に努めます。 

・歩道新設及び改良時には、透水性アスファルトを使用し、良好な水循環の形成に努めます。 
・道路緑化工事を行い、緑の創出に努めます。 
 

【河川課】 
・開発事業者及び建築事業者に、雨水貯留施設・雨水浸透施設の設置を指導し、水環境の保全と雨水流出抑制に努め、
流域治水を推進します。 

・水路等のパトロールを強化し、流下機能を維持するとともに雑草の繁茂や汚泥の堆積による水路環境の悪化を未然
に防止します。 

・国土交通省江戸川河川事務所と協働し、河川の水質・生態系の保全、再生を目的とした、小学生対象の総合学習に

取り組みます。 

会計管理者 

○前年度の評価 
【会計課】 
・庁内共通消耗品のコピーおよび印刷用紙については、古紙パルプ７０％以上配合の再生紙を引き続き購入し、その

他の消耗品についても、可能な限りグリーン購入に努めました。 
・ノー残業デーやクールアースデーだけでなく、年間を通じて可能な限り定時退庁を目指し、繁忙期等においても、
事務の分担を図り、時間外勤務の縮減に努めました。 

○今年度の取組み 
【会計課】 

・庁内共通消耗品のコピー・印刷用紙については、古紙パルプ７０％以上配合の再生紙を引き続き購入し、その他の
消耗品についても、可能な限りグリーン購入に努めます。 

・就業前や昼休みは、窓口業務に支障がない範囲で消灯し、離席時はパソコンを閉じるなど、出来得る限りの節電に

努めます。 

上下水道局 

○前年度の評価 
【経営業務課】 
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・上下水道局内の適正な温度、湿度管理に努めました。水道事業の PR 用に作成している「流山水」のペットボトル

に、ペットボトルを 100％再利用した再生ペットボトルを使用し、環境負荷の低減に努めました。 
 
【水道工務課】 

・建設廃棄物のリサイクルを行い、廃棄物の削減に努めました。 
 
【下水道建設課】 

・公共下水道の普及を促進し、水質保全を図りました。 

○今年度の取組み 
【経営業務課】 

・引き続き上下水道局内の適正な温度、湿度管理に努めます。また、水道事業の PR 用に作成している「流山水」の
ペットボトルに、100％再生ペットボトルを使用し、環境負荷の低減に努めます。 
 

【水道工務課】 
・引き続き、建設廃棄物のリサイクルを行い、廃棄物の削減に努めます。 
 

【下水道建設課】 
・引き続き、公共下水道の普及を促進し、水質保全を図ります。 

議会事務局 

○前年度の評価 
・タブレット端末の導入により、会議資料のペーパレス化のトライアルを実施しました。 

・大量に印刷が必要な文書については、原稿を複数人で確認をし、紙資源減量を推進しました。 
・事務局内で使用する資料等は、可能な限り両面印刷・集約印刷を心がけ、紙資源減量に努めました。 

○今年度の取組み 
・タブレット端末を活用し、会議資料等のペーパレス化を進めます。 
・会議資料を精査するとともに、グループウェアの各種機能を有効利用し、文書印刷の減量を促進します。 

・議会フロア全体の照明および冷暖房の適正な使用に努めます。 
・古紙等の資源リサイクルを推進します。 

選挙管理委員会事務局 

○前年度の評価 
・昼食時や就業時間前の事務室の消灯を徹底しました。 

・諸物品の購入に際し、グリーン購入による調達に努めました。 

○今年度の取組み 
・選挙執行に係る諸物品購入に当たっては、グリーン購入による調達を推進します。 

・書類印刷やコピーが必要な場合は、可能な限り両面印刷及び集約印刷を徹底します。 
・就業時間前や休憩時間は執務室内の消灯に努めます。 

監査委員事務局 

○前年度の評価 
・監査資料等については原則両面印刷とし、枚数の削減を図りました。 

○今年度の取組み 
・資料等の共有・電子化により、各課から提出される監査資料等の紙での出力を最小限とし、用紙枚数の削減に努め

ます。 
・物品等の購入の際はグリーン購入法適合品の調達に努めます。 

農業委員会事務局 

○前年度の評価 
・事務局内での電源オフを徹底し節電に努めました。 

・議案等の資料の作成について、表裏印刷で作成し、印刷に関する使用量の削減に努めました。 
・雑草の繁茂した農地については適宜適正管理を啓発し、遊休農地化を抑えるように努めました。 

○今年度の取組み 

・備品や消耗品の購入に当たっては、積極的にグリーン購入対象品を購入します。 
・コピー及びプリンター使用量の削減に努めます。 
・遊休農地の解消に努めます。 

教育総務部 

○前年度の評価 

【教育総務課】 
・利用しないパソコンを閉じたり、こまめに電気を消灯したりするなど節電に努めました。 
・消耗品の購入については、グリーン購入法適合品の調達に努めました。 

 
【学校施設課】 
・年度途中から複合機を導入したことにより、パソコンからの出力命令後も、複合機で要否の確認ができるようにな

ったため、不要紙の排出を削減できました。 

○今年度の取組み 

【教育総務課】 
・集約印刷機能やプレビュー機能の活用により、紙の削減に努めます。 
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・消耗品の購入にあたっては、グリーン購入対象品の調達に努めます。 

 
【学校施設課】 
・時間外勤務の削減に努め CO2 の排出を抑制します。 

学校教育部 

○前年度の評価 

【学校教育課】 
・学校給食において、牛乳パック約 36 トンをリサイクルするとともに、ストローレス牛乳パックを導入し、ごみの
減量に取り組みました。 

 
【指導課】 
・メールシステムを活用し、学校や指導課からのお知らせ等、紙媒体による配付物の削減を図りました。 

・学校での環境学習の充実を図り、環境問題への理解と関心を深めました。 

○今年度の取組み 
【学校教育課】 

・学校給食において、引き続きストローレス牛乳パックの提供とリサイクルに取り組むとともに、デザート容器を可
能な限り紙カップとするなど、廃プラスチックの減量に取り組みます。 

 

【指導課】 
・引き続き、メールシステムを活用し、学校や指導課からのお知らせ等、紙媒体による配付物の削減を進めます。 
・学校での総合的な学習の時間等を活用し、環境問題への理解を深めます。 

生涯学習部 

○前年度の評価 

【文化芸術・生涯学習課】 
・生涯学習センター（流山エルズ）では、ESCO事業により光熱水費及び CO2排出量削減を図るとともに、太陽光発電
設備設置のための屋根の貸し出しを実施しました。 

・遠方への出張では、極力、公共交通機関を利用し、公用車の使用を減らしました。 
 
【スポーツ推進課】 

・消耗品の購入に当たっては、カタログ等からグリーン購入法適合品かどうか確認しながら適合品の購入に努めまし
た。 
 

【公民館】 
・照明器具の LED 化により適切な節電に取り組み、電力使用量の削減、地球温暖化の防止に努めました。 
・夏季には、ゴーヤによる緑のカーテンを設置し、節電及び施設の緑化に努めました。 

・公民館事業として、自然散策や地球温暖化と気候変化を考える講座等を実施し、環境意識の啓発向上を図りました。 
・東部公民館及びおおたかの森センターにおいて屋根貸し事業を実施し、CO２削減に努めました。 
 

【図書館】 
・中央図書館及び森の図書館で実施した ESCO事業により、光熱水費の削減、地球温暖化の防止に努めました。 
・木の図書館及び南流山地域図書館では、太陽光発電設備を活用した光熱費の削減、地球温暖化の防止の努力を継続

して行いました。 
・中央図書館・博物館の屋上に太陽光発電設備のための屋根の貸し出しを実施し、自然エネルギーの普及啓発を行い
ました。 

・利用者に環境問題等への関心を深めていただくため、中央図書館及び森の図書館で SDGs をテーマとした書籍の展
示を行いました。 
 

【博物館】 
・ゴーヤ等による緑のカーテンを設置し、光熱費の削減に努めました。 
・子ども教室等の講座を開催することで、環境問題への意識を高めました。 

○今年度の取組み 
【文化芸術・生涯学習課】 

・生涯学習センター（流山エルズ）では、引き続き ESCO 事業により光熱水費及び CO2 排出量削減を図るとともに、
太陽光発電設備設置のための屋根の貸し出しを実施します。 

・エネルギー消費を減らすよう、こまめなスイッチオフやエコドライブに努めます。 

 
【スポーツ振興課】 
・コミュニティプラザ体育室のエアコン設置工事に当たっては、地球環境に配慮した空調機である GHP を採用し、省

エネ、CO2削減に努めます。 
 
【公民館】 

・夏季にはゴーヤ等による緑のカーテンを設置し、省エネルギー化及び施設の緑化に努めます。 
・本年度も公民館事業として、親子や高齢者を対象とした自然散策等に関する講座を実施し、環境意識の啓発向上、
充実を図ります。 

・東部公民館及びおおたかの森センターにおいて、引き続き、屋根貸し事業を実施し、CO２削減に努めます。 
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・会議室等の照明及びエアコンの使用に際しては、節電に努めます。 

 
【図書館】 
・中央図書館及び森の図書館では、ESCO 事業により光熱水費の削減、地球温暖化の防止の努力を継続して行います。 

・木の図書館及び南流山地域図書館では、太陽光発電設備を活用した光熱費の削減、地球温暖化の防止の努力を継続
して行います。 
・中央図書館・博物館の屋上に太陽光発電設備のための屋根の貸し出しを実施し、自然エネルギーの普及啓発に継続

して取り組みます。 
・図書館各館で環境問題やエコロジーに関する書籍の展示を開催し、環境問題への意識の啓発を行います。 
 

【博物館】 
・ゴーヤ等による緑のカーテンを設置し、光熱費の削減に努めます。 
・子ども教室等の講座を開催することで、環境問題への意識を高めます。 

消防本部 

○前年度の評価 

【消防総務課】 
・適切な室温管理を行い、冷暖房による電気使用量の削減を図りました。 
 

【予防課】 
・週末等には業務に支障のでない範囲内で機材等の電源を切断し、電気使用量の削減に努めることができました。 
 

【消防防災課】 
・クールビズ・ウォームビズを励行しました。 
・休憩時の消灯や、離席時にパソコンの蓋を閉めるなどこまめな節電を心掛けました。 

 
【中央消防署】 
・クールビズ・ウォームビズを励行しました。 

・節電、節水行動の徹底を図り、循環型社会の実現のため、ごみの発生抑制、資源の有効利用に努めました。 
 
【東消防署】 

・電気・ガス・水道の使用を可能な限り削減するよう努めました。またゴミの削減に努めることが出来ました。 
 
【南消防署】 

・エコオフィスを意識し、電気使用量の削減を図りました。 
・環境５R行動について各職員が意識し取り組むことができました。 
 

【北消防署】 
・ペーパーレスでは両面印刷及び２ＵＰ印刷を心がけることができました。電気使用量では、こまめな節電を意識付
けすることができました。 

○今年度の取組み 
【消防総務課】 
・エネルギー効率の高い照明や機器の導入を進めます。 

・事務室内に植物を配置し、空気品質の向上を図ります。 
 
【予防課】 

・引き続き休憩時の消灯等による電気使用量の削減や、水筒等の持ち込みにより、ペットボトルゴミ等の削減に努め
ます。 
 

【消防防災課】 
・リサイクルを心掛け、循環型社会の構築に努めます。 
 

【中央消防署】 
・両面印刷や２UP 印刷を徹底し、紙使用量の削減を図ります。 
・エコオフィスを意識し、光熱水費の削減に努めます。 

 
【東消防署】 
・引き続き電気・ガス・水道の使用の削減に努めるほか、ゴミの分別の徹底を図ります。 

 
【南消防署】 
・引き続きエコオフィスを意識し、光熱費の削減に努めます。 

・環境５R行動についても昨年同様に継続して取り組みます。 
 
【北消防署】 

・ペーパーレスや環境５R 行動に努めるとともに、光熱水費の削減に取り組みます。 
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９．取組み状況、問題是正 

内部監査 

 令和 7 年 7 月 16 日から 8 月 6 日までの間、向小金保育所、江戸川台小学校、

流山市役所の 3 施設を対象に事務局による内部監査を行いました。全施設にお

いて軽微な不適合・重大な不適合ともにありませんでした。 

項目 内容 

実施期間 令和 7年 7 月 16 日～8 月 6日 

監査結果 個別評価 重大な不適合 0件 軽微な不適合 0 件 観察 0 件 

監査結果 

の概要 

１ 被監査部局・施設 

クリーンセンター、東深井小学校、東部中学校 

 

２ 監査の重点項目 

各施設に対し、流山市環境マネジメントシステム、全事務事業におけるエネルギー及び二酸

化炭素排出量、各施設のエネルギー消費状況等についての現状説明を行った。 

以下の３点について重点的に確認を行った。 

１．方針と取り組み 

２．省エネ等（数字で表れる事項） 

３．法令 

 

３ 総評 

今回監査を行った３施設については、不適合な箇所は見受けられず、省エネの取り組みを積

極的に行っていることを確認した。 

クリーンセンターにおいては、基幹的設備改良工事の実施による設備機能の向上や、灯油か

ら都市ガスへの切替などにより、温室効果ガスの排出量削減に努めている。 

一方、小中学校においては、令和５年７月から、指定避難所としての防災機構の向上や熱中

症対策として、市内の全小・中学校の体育館に空調設備の設置し、稼働を開始したことによ

り、電気使用量やガス消費量が削減できていない。 

なお、各施設ともに電気設備等の点検は適切に行われていた。 

今後も、全庁的に人口増加に伴う業務量増加や空調設備利用の影響で電気使用量及びガス消

費量増加が見込まれるが、気候変動に対応し、教育活動に支障が生じないよう健康に配慮しな

がら、効率的なエネルギーの使用に心掛けるよう周知する必要がある。 

 

１．方針と取り組み 

 クリーンセンターについては、「部長の仕事と目標」から、「環境への取り組み」方針を把握

し、その取り組み状況を確認した。 
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小中学校については、子どもたちに環境への取り組みや省エネルギーの意識を醸成する取り

組みを確認した。 

 

２．省エネ等 

令和６年度のエネルギー使用状況を中心に確認を行った。 

クリーンセンターについては、機器整備による機能の向上や適切な運転管理により、灯油の

使用量が抑えられ、温室効果ガスの削減に繋がっている。 

小中学校については、資料や保護者への配布文書等をデータ化する事によりペーパーレス化

が進んでおり、用紙の使用量の削減に努めている。 

いずれの施設も省エネルギーを意識した取り組みや、事業導入を行っているが、小中学校に

おいては、熱中症対策など健康に留意していることも影響し、電気使用量及びガス消費量は増

加している。 

 

３．法令 

法令チェック表の確認により、各施設とも該当法令に適切に対応し、順守していることを確

認した。 

危険物、劇薬等のリスク管理についても、充分にその重要さを認識し、施錠等が可能な場所

で保管されており、法令を順守していた。 

外部委員からの

意見を受けて 

・内部環境監査実施時期については、来年度以降も早期に取り組めるよう努める。 

・環境関連の補助金制度の活用について、より多くの市民に興味を持っていただけるよう周知

に努める。 

・小中学校における電気使用量を抑えるため、太陽光発電の設置を検討してもらえるよう、協

力と理解を呼びかける必要がある。 

・何の用途にどのエネルギーがどれだけ使用されているかを各公共施設が把握する必要があ

る。 

・省エネを進めていくために、施設利用者および使用者の行動を見直すだけではなく、施設の

機器や設備の更新状況についても確認していく必要がある。 
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（ⅰ）クリーンセンター 

令和 6年 8月 4日（月） 

監査結果 評価  ■適合 □概ね適合 □やや不適合 □不適合 

個別評価 重大な不適合 0件 軽微な不適合 0 件 観察 0 件 

監査概要 【部長通信について】 

・ごみ焼却施設については、法令等に基づき定期点検整備を実施するとともに、令和７年度まで基幹
的設備改良工事を実施することにより、資源・エネルギーの効率的な回収、環境負荷の低減に努めた。 
・事業系廃棄物について、新たな受入基準により、事業系一般廃棄物の減量・資源化及び適正処理の

啓発に努めた。 
・森のまちエコセンターにおいては、剪定枝から堆肥を作り定期的に市民に配布することで、循環型
社会の形成を図った。 

 
【環境への取り組みについて】 
・ごみの分別徹底を周知した。 

・ごみ焼却施設の機器整備による機能向上や適切な運転管理により、灯油等の使用量を抑制した。 
・焼却炉の延べ運転時間を適切に設定し、発電量を増加させ、電気使用量を抑制した。 
・ごみ焼却施設の基幹改良工事により、照明のＬＥＤ化を実施した。 

・就業時間外は不要な電気を消灯した。 
・夏季及び冬季の施設内の空調の温度設定を、省エネを意識し、適切に設定した。 
・廃棄物処理施設の省エネ化については、ごみ焼却施設は機器等の経年劣化から老朽化が進んでお

り、現在基幹改良工事を実施していることから、機器等を更新に併せて、従来よりも高効率のものを
導入し、省エネ化を図り、発電効率の向上、灯油から都市ガスへ切り替え等を行うことで、温室効果
ガスの排出量を削減に努めている。 

・ごみの焼却量削減については、一般廃棄物処理基本計画に基づき、ごみ減量・資源化の推進や容器
包装プラスチックの分別指導に努めている。 
・ごみの削減には、市民の協力が必要であることから、マイバッグ、マイボトル等の「ごみを出さな

い消費行動の啓発」、食品ロス対策、生ごみの水切り等の「ごみの発生抑制に向けた啓発」、燃やす
ごみに含まれるプラスチックの削減に向けた「分別の徹底」等の市民に対する啓発に努めている。 
・照明や空調、OA 機器等の適切な使用等、用紙使用量の削減及び節電に努めている。 

・計画的なノー残業デーの実施による超過勤務の縮減、休暇の取得促進など、温室効果ガス削減にも
つながる勤務体制の推進に努めている。 
【施設の管理・法令の運用状況について】 

・薬品等の保管状況・処分状況 
 アンモニアについては、屋内の専用スペースに貯蔵タンクを設置しており、漏出対策としてスプリ
ンクラーを設置し、気体を液体に吸収させるよう対策を実施している。 

 その他の薬剤についても、法令に基づき、専用貯蔵タンクで保管しており、火気厳禁の表示等、漏
洩対策を講じる等による安全対策を実施している。 
・灯油の保管方法 

 法令に基づき、専用貯蔵タンクで保管しており、消防設備等の設置や漏洩対策を講じる等の安全対
策を実施している。 
・その他 

廃掃法、電気事業法、安全衛生法等の各種法令に基づく検査を受検しており、法令順守を徹底してい
る。 
各種機器の法定点検や定期点検、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、ダイオキシン特措法等の法令に

基づく排出基準を順守しているほか、自主点検及び排出基準より厳しい独自基準を設定する等、施設
の安全・安定稼働に努めている。 

 

（ⅱ）東深井小学校 

令和 7年 8月 6日（水） 

監査結果 評価  ■適合 □概ね適合 □やや不適合 □不適合 

個別評価 重大な不適合 0件 軽微な不適合 0 件 観察 0 件 

監査概要 【業務概要・近況】 
・昭和４９年創立 
・職員数４９人、児童数５１１人（令和７年７月１日現在） 

・学級数は２０学級（特別支援学級を含む）である。学級数は、令和４年２１学級、令和５年１９学
級、令和６年２０学級と、ここ数年横ばいであるが、来年度は２学級増の予定である。 

【教育方針】 

・学校教育目標 
「となりの人を大切にする児童の育成」 
・目指す児童像 

「誰にでも笑顔であいさつができ、家族や仲間を大切にできる児童」「素直な心を持ち、となりの人
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を理解し、思いやりのある児童」 

「基礎学力の定着に向けて、主体的に行動し、粘り強く取り組める児童」 
「心身共に健康で、基礎体力の向上をめざし、継続的に運動できる児童」 
・環境学習 

各学年とも全教科・領域を通じて環境を題材とした学習を扱っている。低学年の生活科では、身近な
動植物などの自然とのかかわりに関心をもち，自然のすばらしさに気付き，自然を大切にすること
を学ぶ。中高学年の理科においては、自然環境を大切にし，その保全に寄与しようとする態度を育

てる。中学年の社会科では、飲料水，電気，ガスの確保や廃棄物の処理と自分たちの生活や産業と
のかかわり、節水や節電などの資源の有効な利用との関わりについて学ぶ機会を設けている。道徳
の学習では、自然の偉大さを知り，自然環境を大切にすることを学ぶ教材を取り入れている。 

森のまちエコセンターに近い地の利を生かし、学校園に剪定枝たい肥を投入するなどの取り組みやフ
ードロス減量及び残飯のたい肥化などに取り組む等の独自のカリキュラムを検討する事により環
境教育の研究校としての役割を持つのも良い。 

【環境への取り組みについて】 
・ガソリンは草刈り機に使用した。灯油は体育館のジェットヒーター、都市ガスは空調、電気は照明、
昇降機に使用している。ＥＳＣＯ事業により、照明がＬＥＤ化するとともに、一部人感センサーに

より人がいないときには自動で消灯している。 
・電気使用量と都市ガスは夏場・冬場が空調使用により多くなっている。体育館の空調が使用できる
ようになったが冬場はジェットヒーターを使用するため灯油の使用量が多い。冬場の集会の方法等

を工夫し、ジェットヒーターの使用を減らす方向で検討できると良い。 
・用紙の使用量については、学校便りなどをホームページや学校メールで配信することで削減できて
いる。 

【施設の管理・法令の運用状況について】 
・グリーストラップ及び昇降機は定期点検を実施している。 
・理科で使用する薬品は理科準備室の薬品庫で保管している。 

使用時は薬品使用簿に記入を行い管理職が確認を行っている。廃液についても理科準備室で保管して
いる。廃液は年度末に業者が回収する。 

・灯油は施錠された倉庫で保管している。 

・空調設備については定期的に点検を行っている。 

 

（ⅲ）東部中学校 

令和 7年 8月 1日（金） 

監査結果 評価  ■適合 □概ね適合 □やや不適合 □不適合 

個別評価 重大な不適合 0件 軽微な不適合 0 件 観察 0 件 

監査概要 【業務概要・近況】 

・昭和４２年創立 
・職員数５２人、児童数５６９人（令和７年５月１日現在） 
・学級数は２０学級（通常学級１７、特別支援学級３）である。 

 
【環境教育への取り組み】 
・英語、理科、社会、道徳、保健体育、家庭科の各教科を中心に環境についての学習や活動を行っ

ている。 
・GIGAスクール構想に基づく ICT教育を推進し、タブレット端末による学習を積極的に実施するこ
とで、生徒に配布する資料等のペーパーレス化が進んでいる。また、多くの保護者配付文書もデ

ータ化したことにより、ペーパーレス化が大幅に進んでいる。 
・牛乳パック回収等のリサイクル活動を通じて、環境との関わり方を考える機会としている。 
・更に発展させて、卵の殻の回収も行い、花壇の土壌中和の石灰の代わりに使用し、燃やすごみの

減量に取り組むなど、一歩ずつでも活動の幅を広げていけると良い。 
【環境への取り組みについて】 
・灯油は、武道場で集会等を行う際にジェットヒーターの燃料として使用していたが、集会等は極

力体育館を使用することとしたため、ジェットヒーターを使用することも減ったので、灯油の使
用量は全体的に減少している。反面、冬場にも体育館のエアコンを使用するようになったことか
ら、寒い時期の都市ガスの使用量が増加したと考えられる。都市ガスの使用量も減らせるよう、

集会の在り方などの工夫も考えていくと良い。 
【施設の管理・法令の運用状況について】 
・理科廃液は業者で廃棄している。また、理科廃液、試薬については鍵のかかる部屋で法令に基づ

いた方法で保管している。 
・大型空調設備・冷蔵設備等の点検状況について、エアコンおよび冷蔵設備は毎年点検を受けてい
る。 

・灯油の保管は鍵のかかった倉庫で保管している。 
・配膳室の昇降機は毎年点検を受けている。  
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１０．代表者による全体評価・見直し 

◇都市と自然が調和した魅力あるまちづくり 

 本市は首都至近の住宅都市として人口の増加が続いており、子育て世代の方々

に選ばれるまちとして着実に発展しています。 

つくばエクスプレス沿線の開発により人口増加が続く本市においては、平成

22 年 3 月に全国の市町村に先駆けて策定した生物多様性ながれやま戦略の第二

期戦略を平成 30年 3月に策定し生物多様性の保全・回復を優先的に行う重点地

区・拠点を拡大したほか、平成 30 年 3 月 19 日に本市の生物多様性の象徴でも

あるオオタカを「市の鳥」に制定し、自然環境保全への取り組みも推進していま

す。さらに令和 5 年 2 月にゼロカーボンシティ宣言を行いました。従来から取

り組んでいるグリーンチェーン戦略やまちなか森づくりプロジェクトなどの緑

化事業と合わせ、今後も都市と自然が調和した魅力あるまちづくりを推進しま

す。 

 

◇市役所の地球温暖化対策の取組み 

 環境マネジメントシステムの運用については、平成 20年度から全庁での運用

を開始し各職員へ省エネ行動の浸透を図っています。令和 6年度の市事務事業

からの温室効果ガス排出量は 33,579t-CO2 であり、令和 5 年度の 32,636t-CO2

から 2.89％の増加となり、目標年度 2030 年度の 16,175t-CO2 に向けて大きな

削減が必要とされています。令和 6年度は、一般廃棄物の焼却による排出量が

減少しましたが、燃料使用量の増加がみられます。人口増加が続く本市におい

て、引き続き、職員の省エネルギー行動と計画的な設備更新の推進に加え、一

般廃棄物の減量にも取り組んでいくことが必要と認識しています。 

 市役所は市内最大級の事業者として率先した温室効果ガス排出量削減はも

とより、各部局が行う業務の環境への影響を職員が認識し、市域全体で地球温

暖化対策に取り組むことで流山市総合計画にも掲げる「地球環境にやさしいま

ちづくり」を引き続き推進してまいります。 

 

 

 

令和８年３月１３日 流山市長 井崎義治  

 


